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１．調査概要 
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 ○ 調査目的 

各企業における営業秘密の管理実態及び営業秘密の流出実態の把握 

 

○ 調査対象 

信用調査会社の企業データベースから抽出した企業１万社 

 

○ 抽出方法 

  技術に関する情報漏えいの実態等を調査するため、製造業の回答数が一定以上

となるように、全国の企業数における割合よりも多く抽出 

 

 ○ 回答企業：3,011 社（回収率 30.1％） 

 

図表 1-1 回答企業の属性※１ 

 製造業 非製造業 

従業員 301 名以上※２ 558 社 852 社 

従業員 300 名以下※３ 568 社 998 社 

※１ 業種または従業員数を無回答の企業 35 社は表に含まれていない 

※２ 以下では「大規模」と記載する 

   ※３ 以下では「中小規模」と記載する。 

 

○ 調査結果に対する留意点 

・各質問項目の集計に当たっては、無回答を除いている。 

・業種または従業員数に無回答の企業の回答は、全業種・全規模の集計結果には

含まれるが、業種・規模別の集計結果には含まれない。 

・各質問項目に関して、特に明示していない場合は、すべての企業に対する質問

である。 
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２．単純集計結果  
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（１） 営業秘密の管理について 
問１ 貴社の保有する情報について、営業秘密とそれ以外の情報とを区分していますか。また、

営業秘密をその秘密性のレベルに応じて格付け（「極秘」、「秘」など）していますか。該当

する選択肢の番号１つに○を付けてください。 

営業秘密とそれ以外の情報との区分等について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、

「営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない」の割合が最も高く 35.9%となっている。次い

で、「営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている（35.2%）」、「営業秘密とそれ以外の情報

を区分､秘密性レベルも区分（24.9%）」となっている。 
 業種・規模別の集計結果では、秘密性のレベルに応じた格付けまで行っている企業は、製造業

の大規模企業においては半数を超えている一方で、製造業の中小規模企業では 12.1％と、規模に

よって大きく差が見られる。またこの傾向は非製造業においても同様である。 
 
図表 2-1-1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け(問 1)【全業種・全規

模】 

 
図表 2-1-2 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け(問 1)【業種･規模別】 

 
 

  

(n=2944)

営業秘密とそれ以外の情報を
区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

24.9%

営業秘密とそれ以外の情報の
区分のみ行っている 35.2%

営業秘密とそれ以外の情報と
を区分していない 35.9%

わからない 4.0%

50.5%

12.1%

30.5%

12.7%

24.9%

36.9%

32.5%

42.9%

22.7%

44.7%

34.1%

39.7%

2.0%

6.3%

2.9%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
5
51
)

(
n
=5
5
5
)

(n
=
8
3
9
)

(
n
=
9
73
)

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない わからない
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【以下の問２～問４は、前問で選択肢１または２に○を付けた方のみご回答ください】 

問２ 貴社の保有する営業秘密について、社内規程上で定めた管理ルールはどの程度厳密に運用

されているとお考えですか。(１つに○) 

営業秘密とそれ以外の情報の区分を行っていると回答した企業に対して、管理ルールの運用に

関して尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では「ある程度厳密に運用されているように思

う」の割合が最も高く 59.5%となっている。次いで、「全社において徹底して運用されていると思

う（25.1%）」、「あまり厳密に運用されていないように思う（14.8%）」となっている。 
業種・規模別の集計結果では、企業規模による傾向の違いは問１ほど見られないものの、やは

り中小規模企業に比べて大規模企業のほうが運用を徹底している傾向が見られる。 
 

図表 2-2-1 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用(問 2)【全業種・全規模】 

 
図表 2-2-2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用(問 2)【業種･規模別】 

 
  

(n=1747)

全社において徹底して運用さ
れていると思う 25.1%

ある程度厳密に運用されてい
るように思う 59.5%

あまり厳密に運用されていな
いように思う 14.8%

わからない 0.6%

25.2%

19.4%

30.6%

22.6%

62.7%

56.7%

59.3%

58.1%

11.9%

22.8%

9.4%

18.7%

0.2%

1.1%

0.8%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
4
13
)

(
n
=
2
68
)

(
n
=5
2
3
)

(
n=
5
3
0
)

全社において徹底して運用されていると思う ある程度厳密に運用されているように思う

あまり厳密に運用されていないように思う わからない

※営業秘密とそれ以外の情報を区分している企業のみ回答 

※営業秘密とそれ以外の情報を区分していると回答した企業のみ回答 



6 
 

 
問３ 問１で回答した営業秘密とそれ以外の情報の区分の基準および、営業秘密の格付けの基準

について、見直しを行っていますか。見直しを行っている場合には、その頻度もお答えく

ださい（１つに○） 

営業秘密とそれ以外の情報の区分を行っていると回答した企業に対して、営業秘密の格付け基

準に関する見直しの状況について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では「必要性が生じ

たときに見直しを行っている」の割合が最も高く 60.5%となっている。次いで、「見直しを行って

いない（25.6%）」、「定期的に見直しを行う仕組みを作っている（11.8%）」となっている。また、

業種・規模別のいずれの区分においても営業秘密の格付け基準の定期的な見直しまで行っている

企業は多くはない（製造業の大規模企業でも 2 割弱）。 
 

図表 2-3-1 営業秘密の区分と格付けの見直しについて(問 3)【全業種・全規模】 

 
図表 2-3-2 営業秘密の区分と格付けの見直しについて(問 3)【業種･規模別】 

 
 

(n=1736)

定期的に見直しを行う仕組み
を作っている 11.8%

必要性が生じたときに見直し
を行っている 60.5%

見直しを行っていない 25.6%

わからない 1.6%

その他 0.5%

19.6%

7.1%

12.1%

7.2%

58.8%

57.9%

63.0%

60.4%

18.2%

32.3%

23.1%

31.2%

2.9%

2.3%

1.0%

1.0%

0.2%

0.8%

0.4%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
41
3
)

(
n
=
2
6
6)

(
n
=
5
1
9)

(
n=
5
2
5
)

定期的に見直しを行う仕組みを作っている 必要性が生じたときに見直しを行っている 見直しを行っていない わからない その他

※営業秘密とそれ以外の情報を区分していると回答した企業のみ回答 

※営業秘密とそれ以外の情報を区分していると回答した企業のみ回答 
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問４ 本来であれば営業秘密として管理する必要があると思われる貴社の保有する情報のうち、

現状で営業秘密として区分されている情報はどの程度だと思われますか。（１つに○） 

営業秘密とそれ以外の情報の区分を行っていると回答した企業に対して、現状で営業秘密とし

て区分されている情報の割合を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、営業秘密として

管理する必要があると思われる情報のうち 3 分の 2 程度以上を管理対象としていると回答した企

業が 54.5％(「ほぼ全ての情報」と「3 分の 2 程度の情報」の合計)であった。一方で、半分程度

以下の情報しか管理対象としていないと回答した企業は 36.0％(「半分程度の情報」、「3 分の 1 程

度の情報」、「ごくわずかの情報」の合計)であった。 
 業種・規模別の集計結果では、大規模企業よりも中小規模企業のほうが、営業秘密として管理

する必要があると考えている情報を営業秘密として管理できていないという結果になっている。 
 
図表 2-4-1 営業秘密に区分するべき情報のうち、現状区分できている割合(問 4)【全業種・全規

模】 

 
図表 2-4-2 営業秘密に区分するべき情報のうち、現状区分できている割合(問 4)【業種･規模別】 

 
  

(n=1744)

ほぼすべての情報 36.5%

3分の2程度の情報 18.0%
半分程度の情報 10.8%

3分の1程度の情報 11.6%

ごくわずかの情報 13.6%

わからない 9.5%

※営業秘密とそれ以外の情報を区分していると回答した企業のみ回答 

※営業秘密とそれ以外の情報を区分していると回答した企業のみ回答 

41.5%

22.0%

42.3%

34.4%

17.2%

21.3%

18.4%

16.8%

9.2%

13.8%

8.0%

13.4%

9.7%

18.7%

9.8%

10.8%

6.1%

20.9%

11.1%

18.3%

16.3%

3.4%

10.3%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
4
1
2
)

(
n
=
2
6
8
)

(
n
=
5
22
)

(
n
=
5
29
)

ほぼすべての情報 3分の2程度の情報 半分程度の情報 3分の1程度の情報 ごくわずかの情報 わからない
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【以下の問５は、全ての方がご回答ください】 

問５ 問１でお尋ねした情報の格付け等以外にも、営業秘密の管理に関して実施している取組は

ありますか。以下に挙げた取組のなかで貴社が実施しているもの全てに○をお付けくださ

い。 

営業秘密の管理に関して実施している取組を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、

「未然に防ぐための管理方針等を整備している」の割合が最も高く 63.8%となっている。次いで、

「営業秘密の管理に関する責任者を設置している（47.9%）」、「漏えい防止のための教育を実施し､

管理方針等を周知徹底（37.5%）」となっている。 
 業種・規模別の集計結果では、営業秘密管理の各項目（「その他」を除く）において大規模企業

のほうが中小規模企業に比べて実施割合が高いという結果になっている。 
 

図表 2-5-1 営業秘密の管理に関して実施している取組(問 5)【全業種・全規模】 

 
 

(n=2531)

63.8%

31.2%

47.9%

29.3%

37.5%

16.8%

27.5%

32.5%

21.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-5-2 営業秘密の管理に関して実施している取組(問 5)【業種･規模別】 

 
 

82.9%

46.1%

63.3%

44.1%

52.4%

26.7%

38.8%

39.8%

31.8%

6.7%

39.9%

18.9%

32.9%

18.0%

22.6%

9.0%

14.3%

24.4%

9.4%

18.4%

74.8%

41.4%

52.9%

34.5%

43.0%

23.9%

38.6%

37.9%

30.4%

7.2%

54.3%

18.8%

41.5%

21.3%

30.9%

8.3%

17.1%

27.0%

12.8%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=510) 製造業/301人以上 (n=434) 製造業/300人以下 (n=754) 非製造業/301人以上 (n=812) 非製造業/300人以下

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（２）役員・従業員との秘密保持契約について 
問６ 就業規則以外に役員・従業員と秘密保持契約（それに準じるような誓約書を含む）を締結

していますか。締結している場合は、秘密保持の期間についてもお答えください。なお、

就業規則のみで対応している場合は「１．締結していない」を選択ください。（各行の１～

８の番号いずれか１つに○） 

○秘密保持契約の締結：役員 
役員との秘密保持契約の締結に関して尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「締結し

ていない」企業が 55.6％、「締結している」企業が 40.0％となっている。 
「締結していない」と「在職中のみ」を合わせると、約 6 割の企業が役員に対して退職後の秘

密保持を契約書等で義務づけていないことがわかる。また、退職後の秘密保持を契約で義務づけ

ている企業も、多くは期間を定めない契約内容となっており、期間を定めている企業は全体の５％

に満たないという結果になっている。 
  

図表 2-6-1 秘密保持契約の締結:役員(問 6-1)【全業種・全規模】 

 

図表 2-6-2 秘密保持契約の締結:役員(問 6-1)【業種･規模別】 

 
  

(n=2962)

締結していない 55.6%

締結している:退職後1年未満
1.3%

締結している:退職後1～2年
未満 0.8%

締結している:退職後2～3年
未満 1.3%

締結している:期間の定め無
し 30.1%

わからない 4.3%

締結している:退職後3年以上
1.3%

締結している:在職中のみ
5.2%

40.6%

70.7%

41.2%

67.5%

6.0%

6.1%

4.6%

2.7% 7.4%

4.1%

4.6%

2.5%

4.9%

1.2%

1.4%

1.1%

1.6%

0.3%

0.8%

1.1%

1.6%

0.3%

1.5%

1.1%

0.5%

1.3%

0.7%

3.4%

15.2%

44.3%

23.0%

36.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=5
5
4
)

(
n=
5
5
9)

(
n
=
84
5
)

(
n=
9
8
1
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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○秘密保持契約の締結：従業員 
従業員との秘密保持契約の締結に関して尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「締結し

ていない」企業が 43.4％、「締結している」企業が 55.5％となっている。従業員との秘密保持契

約は、役員に対するものよりも多くの企業で締結されており、退職後の秘密保持を契約で義務づ

けている企業は約 5 割となっている。 
業種・規模別の集計結果を見ると、中小規模企業は大規模企業に比べて、秘密保持契約を締結

している割合が大幅に低くなっている。(この結果は役員との秘密保持契約においても同様) 
 

図表 2-6-3 秘密保持契約の締結:従業員(問 6-2)【全業種・全規模】 

 

図表 2-6-4 秘密保持契約の締結:従業員(問 6-2)【業種･規模別】 

 
 

(n=2984)

締結していない 43.4%
締結している:期間の定め無

し 41.5%

わからない 1.1%

締結している:退職後1～2年
未満 1.2%

締結している:退職後1年未満
1.7%

締結している:退職後2～3年
未満 2.0%

締結している:退職後3年以上
1.8%

締結している:在職中のみ
7.3%

27.0%

65.7%

29.0%

51.9%

7.0%

8.8%

6.8%

7.0%

2.3%

0.9%

4.0% 4.0%

1.2%

2.5%

1.1%

0.8%

0.6%1.8%

1.8%

0.7%

1.1%

1.2%

2.2%

0.7%

1.9%

2.3%

1.4%

1.3%

18.7%

57.3%

35.9%

51.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
5
56
)

(
n
=
5
66
)

(
n
=8
4
8
)

(
n=
9
9
0
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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【以下の問７～問８は、前問で役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を「締結している

（選択肢２～７）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問９にお進みください。】 

問７ 役員または従業員との秘密保持契約における秘密事項は、どのようなレベルで特定されて

いますか。該当するもの全てに○をお付けください。 

役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を締結していると回答した企業に対して、

秘密事項の特定のレベルを尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「在職中に知りえた情

報全般」の割合が最も高く 86.3%となっている。次いで、「対象を特定した情報（19.2%）」、「秘

密情報の管理責任者から指定された情報（15.9%）」となっている。このように、役員・従業員と

秘密保持契約等を締結している企業においても、多くの場合「在職中に知り得た情報一般」とい

う、広範な内容となっており、対象を特定して契約等を交わしている企業は多くない。 
 業種・規模別の集計結果を見ると、非製造業に比べて製造業のほうが、対象を特定して契約を

交わしているケースがやや多い傾向にある。 
 

図表 2-7-1 秘密保持契約における秘密事項の特定(問 7)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=1670)

86.3%

15.9%

19.2%

3.0%

2.6%

0.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

在職中に知りえた情報全般

秘密情報の管理責任者から指定された情報

対象を特定した情報

対象を具体的に特定した情報

対象を具体的に特定し､内容も具体的に特定した情報

わからない

その他

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-7-2 秘密保持契約における秘密事項の特定(問 7)【業種･規模別】 

 
 
  

83.0%

21.6%

27.6%

5.3%

2.8%

0.8%

1.8%

83.7%

18.4%

19.5%

2.1%

1.6%

0.0%

0.5%

87.1%

14.7%

16.4%

2.0%

2.2%

0.2%

1.7%

89.4%

11.3%

15.3%

2.5%

3.4%

0.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

在職中に知りえた情報全般

秘密情報の管理責任者から指定された情報

対象を特定した情報

対象を具体的に特定した情報

対象を具体的に特定し､内容も具体的に特定した情報

わからない

その他

(n=399) 製造業/301人以上 (n=190) 製造業/300人以下 (n=599) 非製造業/301人以上 (n=471) 非製造業/300人以下

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していると回答した企業のみ回答 ※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問８ 役員または従業員との秘密保持契約の締結のタイミングをお教えください(該当するもの

全てに○)。 

役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を締結していると回答した企業に対して、

締結のタイミングを尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「入社時に個別契約を締結又

は誓約書を提出」の割合が最も高く 87.0%となっている。次いで、「退職時に個別契約を締結又は

誓約書を提出（42.7%）」となっている。 
 また、業種・規模別の集計結果では、製造業は非製造業に比べて、「退職時」や「プロジェクト

毎」に契約を交わすケースが多い傾向にある。 
 
 

図表 2-8-1 秘密保持契約の締結のﾀｲﾐﾝｸﾞ(問 8)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=1680)

87.0%

5.5%

1.8%

6.0%

42.7%

0.2%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入社時に個別契約を締結又は誓約書を提出

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ毎に個別契約を締結又は誓約書を提出

人事異動毎に個別契約を締結又は誓約書を提出

特定の役職の昇進時に個別契約を締結又は誓約書を提出

退職時に個別契約を締結又は誓約書を提出

わからない

その他

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-8-2 秘密保持契約の締結のﾀｲﾐﾝｸﾞ(問 8)【業種･規模別】 

 
 

77.3%

11.5%

1.5%

10.7%

68.6%

0.2%

4.7%

83.4%

4.7%

2.1%

6.2%

38.9%

0.0%

4.7%

90.7%

4.7%

2.3%

6.5%

38.0%

0.2%

4.2%

91.8%

2.1%

1.5%

1.5%

28.8%

0.2%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入社時に個別契約を締結又は誓約書を提出

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ毎に個別契約を締結又は誓約書を提出

人事異動毎に個別契約を締結又は誓約書を提出

特定の役職の昇進時に個別契約を締結又は誓約書を提出

退職時に個別契約を締結又は誓約書を提出

わからない

その他

(n=401) 製造業/301人以上 (n=193) 製造業/300人以下 (n=602) 非製造業/301人以上 (n=473) 非製造業/300人以下

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していると回答した企業のみ回答 ※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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【以下の問９は、問６で役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を「締結していない（選

択肢１）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 10 にお進みください。】 

問９ 役員・従業員との秘密保持契約を締結していないのは、どのようなことが理由となってい

るからですか。該当するもの全てに○をお付けください。 

役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を締結していないと回答した企業に対して、

その理由を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「就業規則で対応しているため」の割

合が最も高く 53.7%となっている。次いで、「特に理由はない（26.9%）」、「退職した役員･従業員

の行動の把握が困難なため（11.3%）」となっている。 
 業種・規模別の集計では、大規模企業は中小規模企業に比べて「就業規則で対応しているため」

と回答する割合が高い。また、「役員・従業員が有している秘密情報を特定できないため」や、「特

に理由がない」との回答は、逆に中小規模企業の割合が大きくなっている。 
 

図表 2-9-1 秘密保持契約を締結していない理由(問 9)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=1490)

10.5%

11.3%

0.7%

10.7%

53.7%

26.9%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため

人事に関する規則の変更が困難なため

役員･従業員が有している秘密情報が特定できないため

就業規則で対応しているため

特に理由はない

その他

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していない企業と回答したのみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-9-2 秘密保持契約を締結していない理由(問 9)【業種･規模別】 

 
 

10.1%

12.1%

1.4%

9.7%

58.0%

19.8%

12.1%

11.1%

12.7%

0.3%

12.9%

52.0%

28.6%

6.7%

13.2%

11.3%

0.3%

9.3%

57.2%

24.8%

6.8%

9.0%

10.1%

0.8%

10.5%

51.5%

29.6%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため

人事に関する規則の変更が困難なため

役員･従業員が有している秘密情報が特定できないため

就業規則で対応しているため

特に理由はない

その他

(n=207) 製造業/301人以上 (n=371) 製造業/300人以下 (n=311) 非製造業/301人以上 (n=592) 非製造業/300人以下

※役員・従業員と秘密保持契約を締結していないと回答した企業のみ回答 ※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（３）取引先企業との秘密保持契約について 
問 10 貴社では取引先企業のうちどの程度の割合の企業と秘密保持契約を締結していますか。

（１つに○） 

秘密保持契約を締結している取引先の割合を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、

「半分程度」以上の企業と締結している企業が 50.6％、「3 分の１程度」以下の企業と締結してい

る企業が 35.7％、「全く締結していない」企業が 13.7％となっている。 
 業種別・規模別の集計結果では、大規模企業では中小規模企業よりも、多くの割合の取引先企

業と秘密保持契約を締結する傾向にある。また、製造業は非製造業よりも多くの割合の取引先企

業と秘密保持契約を締結する傾向にある。 
 

図表 2-10-1 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合(問 10)【全業種・全規模】 

 
図表 2-10-2 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合(問 10)【業種･規模別】 

 
 

(n=2939)

ほとんど全ての企業と締結し
ている 35.8%

3分の2程度の企業と締結して
いる 7.1%

半分程度の企業と締結してい
る 7.7%

3分の1程度の企業と締結して
いる 13.2%

ほとんどの企業と締結してい
ない 22.5%

全く締結していない 13.7%

51.6%

27.6%

42.5%

25.6%

13.0%

4.7%

8.6%

4.1%

10.2%

6.8%

9.2%

5.6%

15.5%

17.0%

13.3%

9.6%

7.8%

26.7%

21.2%

29.7%

1.8%

17.2%

5.3%

25.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
5
48
)

(
n
=
5
58
)

(
n
=8
2
9
)

(
n=
9
8
1
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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【以下の問 11 は、前問で取引先企業と秘密保持契約を「ほとんどの企業と締結していない（選択肢５）」

「全く締結していない（選択肢６）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 12 にお進

みください。】 

問 11 取引先企業との間で、秘密保持契約を締結していないのは、どのようなことが理由となっ

ているからですか。（該当するもの全てに○） 

取引先企業と秘密保持契約を「ほとんど」または「全く」締結していないと回答した企業に対

して、その理由を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「秘密情報をほとんど取り扱っ

ていないため」の割合が最も高く 47.4%となっている。次いで、「特に理由はない（30.3%）」、「秘

密情報を特定することができないため（11.5%）」となっている。 
業種別・規模別の集計結果では、大規模企業よりも中小規模企業で「秘密情報をほとんど取り

扱っていないため」と回答する割合が大きくなっている。 
 

図表 2-11-1 取引先企業と秘密保持契約を締結していない理由(問 11)【全業種・全規模】 

 
 

(n=1043)

10.7%

0.6%

11.5%

47.4%

30.3%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

取引先からの反発が強いため

秘密情報を特定することができないため

秘密情報をほとんど取り扱っていないため

特に理由はない

その他

※取引先企業と秘密保持契約を「ほとんど」または「全く」締結していないと回答した企業のみ回答 ※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-11-2 取引先企業と秘密保持契約を締結していない理由(問 11)【業種･規模別】 

 
 

5.9%

0.0%

19.6%

31.4%

31.4%

17.6%

11.1%

0.4%

11.9%

50.6%

30.9%

7.8%

9.8%

0.5%

13.5%

37.7%

34.0%

14.0%

11.6%

0.8%

9.7%

51.6%

28.1%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

取引先からの反発が強いため

秘密情報を特定することができないため

秘密情報をほとんど取り扱っていないため

特に理由はない

その他

(n=51) 製造業/301人以上 (n=243) 製造業/300人以下 (n=215) 非製造業/301人以上 (n=527) 非製造業/300人以下

※取引先企業と秘密保持契約を「ほとんど」または「全く」締結していないと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（４）役員・従業員との競業避止義務契約について 
問 12 役員・従業員と競業避止義務契約（それに準じるような誓約書を含む）を締結しています

か。締結している場合は、競業避止の期間についてもお答えください。 

なお、就業規則のみで対応している場合は「１．締結していない」を選択ください。 

○競業避止義務契約の締結：役員 
役員との競業避止義務契約の締結状況に関して尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、

「締結していない」企業が 82.0％、「締結している」企業が 12.7％となっている。また、「締結し

ている」企業のうち、期間を定めた競業避止義務契約を交わしている企業は 7.4％(全体に対する

割合)となっている。 
 業種・規模別の集計結果を見ると、中小規模企業で競業避止義務契約を交わしている企業は製

造業で 7.8％、非製造業で 6.0％と、さらに限定される。また、大規模の製造業では、他の業種、

規模の企業に比べて、役員との競業避止義務契約を交わす企業の割合が大きくなっている。 
  

図表 2-12-1 競業避止義務契約の締結:役員(問 12-1)【全業種・全規模】 

 

図表 2-12-2 競業避止義務契約の締結:役員(問 12-1)【業種･規模別】 

 
  

(n=2957)

締結していない 82.0%

締結している:退職後半年～1
年未満 0.7%

締結している:退職後1～2年
未満 2.5%

締結している:退職後2年以上
3.9%

締結している:退職後半年未
満 0.3%

締結している:期間の定め無
し 5.3%

わからない 5.2%

67.1%

87.2%

79.3%

89.9% 0.1%

5.4%

3.1%

10.5% 7.8%

7.2%

3.2%

0.7%

0.2%

0.4%

0.9%

0.8%

0.5%

0.5%

0.8%

1.4%

1.0%

4.3%

2.2%

3.4%
5.0%

4.6%

4.1%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
5
5
4
)

(
n
=
55
5
)

(n
=
8
4
5
)

(
n
=9
8
1
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない



22 
 

○競業避止義務契約の締結：従業員 
従業員との競業避止義務契約の締結状況に関して尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果で

は、「締結していない」企業が 82.3％、「締結している」企業が 14.3％となっている。また、「締

結している」企業のうち、期間を定めた競業避止義務契約を交わしている企業は 9.1％(全体に対

する割合)となっている。 
業種別・規模別の集計結果を見ると、役員との競業避止義務契約と同じく、製造業の大規模企

業は比較的多くの企業において従業員との競業避止義務契約が交わされている。 
 

図表 2-12-3 競業避止義務契約の締結:従業員(問 12-2)【全業種・全規模】 

 
図表 2-12-4 競業避止義務契約の締結:従業員(問 12-2)【業種･規模別】 

 
 

(n=2972)

締結していない 82.3%

締結している:退職後半年～1
年未満 0.9%

締結している:退職後1～2年
未満 3.2%

締結している:退職後2年以上
4.7%

締結している:退職後半年未
満 0.3%

締結している:期間の定め無
し 5.2% わからない 3.4%

65.6%

87.0%

82.5%

88.9%

0.2% 7.9%

2.4%

12.4%

3.4%

7.0%

7.0%

3.3%0.4%

0.6%

1.1%

0.7%

0.5%

1.3%

2.0%

2.0%

1.5%

4.1%

3.7%

3.4%

2.7%

2.7%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
5
5
5
)

(
n
=
56
3
)

(n
=
8
4
6
)

(
n
=9
8
7
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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【以下の問 13～問 16 は、前問で役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を「締結し

ている（選択肢２～６）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 17 にお進みください。】 

問 13 裁判において競業避止義務契約の有効性が認められるためには、当該契約によって役員・

従業員が被るであろう経済的な損失を補てんするだけの「代償措置」を講じていることが

求められるケースがあります。貴社では、役員・従業員との競業避止義務契約において下

記のような「代償措置」を講じていますか。（該当するもの全てに○） 

役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業に対し

て、代償措置の有無を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「代償措置を講じていない」

企業が 86.2％、何らかの代償措置を講じている企業は 6.7％(「退職金の積み増し」、「在職中の秘

密保持手当」、「その他の代償措置」のいずれかに○をつけた企業)であり、役員・従業員と競業避

止義務契約を交わしている企業においても、代償措置まで講じている企業は少ない。 
業種別または規模別で見ても、大きな違いは見られず、どの業種・規模の企業においても、競

業避止義務契約における代償措置はあまり講じられていない状況にある。 
 

図表 2-13-1 競業避止義務契約において講じている代償措置(問 13)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=491)

2.0%

1.2%

3.5%

86.2%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

退職金の積み増しをしている

在職中に秘密保持手当等を支給している

その他の代償措置を講じている

代償措置を講じていない

わからない

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-13-2 競業避止義務契約において講じている代償措置(問 13)【業種･規模別】 

 
 
  

3.4%

0.0%

2.8%

87.6%

6.2%

3.5%

1.8%

1.8%

87.7%

5.3%

0.6%

1.2%

4.8%

84.4%

9.0%

1.2%

3.5%

3.5%

86.0%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

退職金の積み増しをしている

在職中に秘密保持手当等を支給している

その他の代償措置を講じている

代償措置を講じていない

わからない

(n=178) 製造業/301人以上 (n=57) 製造業/300人以下 (n=167) 非製造業/301人以上 (n=86) 非製造業/300人以下

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 14 役員・従業員との競業避止義務契約において競業の範囲をどの程度のレベルで制限されて

いますか。（該当するもの全てに○） 

役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業に対し

て、競業の範囲を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「期間､地域､職種等を限定せず､

包括的に競業行為を制限」の割合が最も高く 40.0%となっている。次いで、「業種又は特定の企業

への就職を制限している（34.7%）」、「職種を制限している（18.1%）」となっている。 
回答企業数が限られているため断定は難しいものの、業種別・規模別の集計結果を見ると、製

造業の大規模企業は他の業種・規模の企業と比べて「業種または特定の企業への就職」を制限し

ている割合が高く、非製造業の中小規模企業は「地域」と「職種」を制限している割合が高い。

また、製造業の中小規模企業は、「包括的」に制限している割合が高くなっている。 
 

図表 2-14-1 競業避止義務契約における競業の範囲 (問 14)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=493)

6.9%

18.1%

34.7%

40.0%

5.9%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域を制限している

職種を制限している

業種又は特定の企業への就職を制限している

期間､地域､職種等を限定せず､包括的に競業行為を制限

わからない

その他

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-14-2 競業避止義務契約における競業の範囲 (問 14)【業種･規模別】 

 
 
  

2.2%

11.1%

41.1%

41.1%

2.8%

7.2%

3.4%

18.6%

32.2%

50.8%

1.7%

0.0%

7.8%

20.4%

35.3%

39.5%

8.4%

4.8%

17.9%

28.6%

21.4%

32.1%

9.5%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域を制限している

職種を制限している

業種又は特定の企業への就職を制限している

期間､地域､職種等を限定せず､包括的に競業行為を制限

わからない

その他

(n=180) 製造業/301人以上 (n=59) 製造業/300人以下 (n=167) 非製造業/301人以上 (n=84) 非製造業/300人以下

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 



27 
 

問 15 競業避止義務に違反した役員・従業員に対してどのような対応をとりましたか。 

（該当するもの全てに○） 

役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業に対し

て、違反事例への対応を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「違反者が現れたことは

ない」の割合が最も高く 53.5%となっている。次いで、「違反の事例を把握していない（19.1%）」、

「違反者に対し警告を行った（9.3%）」となっている。 
 

図表 2-15-1 競業避止義務違反に対する対応(問 15)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=493)

53.5%

9.3%

3.9%

1.4%

8.3%

19.1%

5.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

違反者が現れたことはない

違反者に対し警告を行った

違反者が就職した企業に対し警告を行った

民事訴訟の提起

何も措置はとらなかった

違反の事例を把握していない

わからない

その他

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-15-2 競業避止義務違反に対する対応(問 15)【業種･規模別】 

 
 
  

48.6%

9.4%

6.6%

1.1%

6.6%

23.8%

6.1%

2.2%

61.0%

11.9%

3.4%

1.7%

6.8%

16.9%

1.7%

1.7%

52.7%

10.8%

1.2%

1.8%

10.2%

18.0%

6.0%

1.2%

61.4%

4.8%

3.6%

1.2%

9.6%

12.0%

7.2%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

違反者が現れたことはない

違反者に対し警告を行った

違反者が就職した企業に対し警告を行った

民事訴訟の提起

何も措置はとらなかった

違反の事例を把握していない

わからない

その他

(n=181) 製造業/301人以上 (n=59) 製造業/300人以下 (n=167) 非製造業/301人以上 (n=83) 非製造業/300人以下

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 ※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 16 競業避止義務契約を実効性のあるものにするため、退職者が契約に違反して競業他社に再

就職した際に、退職給付を減額することを契約書上に明記しているケースも見受けられま

す。貴社ではこのような規定を契約書上に設けていますか。（１つに○） 

役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業に対し

て、退職給付の減額規定の導入状況を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「検討した

こともない」の割合が最も高く 63.0%となっている。次いで、「検討したが､導入は見送った

（10.8%）」、「既に導入している（10.0%）」となっている。 
 「導入予定（1.4％）」及び「検討中（9.1％）」を含めると、全体の 2 割程度が退職給付の減額

を導入または検討しており、問 13 の代償措置に比べると多くの企業が取り入れていると回答して

いる。 
 業種別・規模別の集計結果を見ると、「検討中」まで含めれば、製造業が非製造業に比べて高い

割合となっている。 
 

図表 2-16-1 競業他社に再就職した際の退職給付減額の規定(問 16)【全業種・全規模】 

 
図表 2-16-2 競業他社に再就職した際の退職給付減額の規定(問 16)【業種･規模別】 

(n=492)

既に導入している 10.0%

今後導入する予定である
1.4%

現在は検討中である 9.1%

検討したが､導入は見送った
10.8%

検討したこともない 63.0%

その他 5.7%

11.0%

6.8%
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9.5%

1.7%

4.8%

12.7%

15.3%

4.8%

4.8%

12.7%

16.9%

6.7%

9.5%

57.5%

55.9%

69.1%

69.0%

6.1%

3.4%

7.9%

2.4%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=1
8
1)

(
n
=5
9
)

(n
=
16
5)

(n
=
84
)

既に導入している 今後導入する予定である 現在は検討中である 検討したが､導入は見送った 検討したこともない その他

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していると回答した企業のみ回答 
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【以下の問 17 は、問 12 で役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を「締結していな

い（選択肢１）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 18 にお進みください。】 
問 17 役員又は従業員と競業避止義務契約を締結していないのは、どのようなことが理由となっ

ているからですか。（該当するもの全てに○） 

役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していないと回答した企業に対

して、その理由を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「特に理由はない」の割合が最

も高く 47.3%となっている。次いで、「退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため（24.6%）」、

「契約の効果が不明瞭なため（23.9%）」となっている。 
業種別・規模別の集計結果を見ると、中小規模企業では大規模企業に比べて「特に理由はない」

と回答する企業が多く、競業避止義務契約について特に意識していない企業が多いものと考えら

れる。一方で大規模の企業では「退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため」、「契約の効果

が不明瞭なため」、「役員・従業員の職業選択を制限するため」など、具体的な理由を挙げている

企業が比較的多い。 
 

図表 2-17-1 競業避止義務契約を締結していない理由(問 17)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=2406)

23.9%

24.6%

1.5%

17.0%

47.3%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため

人事に関する規則の変更が困難なため

役員･従業員の職業選択を制限するため

特に理由はない

その他

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していないと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-17-2 競業避止義務契約を締結していない理由(問 17)【業種･規模別】 

 
 

 

29.5%

30.3%

3.2%

22.3%

35.9%

13.9%

24.9%

23.1%

0.4%

11.9%

54.9%

6.0%

25.7%

26.9%

1.8%

20.9%

40.5%

11.1%

19.4%

21.1%

1.2%

14.5%

53.4%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

契約の効果が不明瞭なため

退職した役員･従業員の行動の把握が困難なため

人事に関する規則の変更が困難なため

役員･従業員の職業選択を制限するため

特に理由はない

その他

(n=373) 製造業/301人以上 (n=481) 製造業/300人以下 (n=676) 非製造業/301人以上 (n=861) 非製造業/300人以下

※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していない企業のみ回答 ※役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を締結していないと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（５）退職した役員・従業員の把握等について 
問 18 貴社では、退職者（雇用契約の期間が満了した者及び定年退職者を含む）の再就職先をど

の程度把握していますか。（1つに○） 

再就職の把握状況について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「ほとんどの役員･

従業員の再就職先を把握していない」の割合が最も高く 61.0%となっている。次いで、「役員など

相応の地位にある者の再就職先については把握（13.2%）」、「わからない（10.5%）」となっている。

このように、６割以上（「わからない」を含めれば７割以上）の企業では、退職者の再就職先につ

いてほとんど把握していない。 
業種別・規模別で見ると、大規模企業は中小規模企業に比べて、退職者の再就職先を把握して

いる割合がやや高くなっている。 
 

図表 2-18-1 退職者の再就職先の把握(問 18)【全業種・全規模】 

 

図表 2-18-2 退職者の再就職先の把握(問 18)【業種･規模別】 

 

(n=2970)

ほぼ全ての役員･従業員の再
就職先を把握している 4.8%

役員など相応の地位にある者
の再就職先については把握

13.2%

地位を問わず､特定の職種の
役員･従業員については把握

8.0%

ほとんどの役員･従業員の再
就職先を把握していない

61.0%

わからない 10.5%

その他 2.4%

5.2%

3.8%

4.0%

5.9%

18.5%

9.5%

16.4%

9.7%

6.8%

7.0%

6.3%

10.8%

54.5%

67.3%

60.0%

62.3%

11.5%

11.3%

10.5%

9.2%

3.4%

1.3%

2.7%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
5
5
6
)

(
n
=
55
9
)

(n
=
8
4
6
)

(
n
=
98
6
)

ほぼ全ての役員･従業員の再就職先を把握している 役員など相応の地位にある者の再就職先については把握

地位を問わず､特定の職種の役員･従業員については把握 ほとんどの役員･従業員の再就職先を把握していない

わからない その他
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【以下の問 19～問 22 は、前問で選択肢１～３を選択した方のみお答えください。それ以外の方は問

23 にお進みください。】 

問 19 どのような方法で退職者（雇用契約の期間が満了した者及び定年退職者を含む）の再就職

先の把握を行っていますか。（該当するもの全てに○） 

退職者の再就職先を把握していると回答した企業（「ほぼ全ての役員・従業員の再就職先を把握

している」、「役員など相応の地位にある者の再就職先については把握」、「地位を問わず、特定の

職種の役員・従業員については把握」と回答した企業）に対して、退職者の再就職先の把握方法

について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「退職者の上司又は同僚を通して把握す

るようにしている」の割合が最も高く 51.5%となっている。次いで、「退職時に退職者本人から再

就職先を報告させている（41.4%）」、「OB 会等を活用して､再就職先を把握している（14.8%）」

となっている。 
 業種別・規模別の集計結果では、大規模企業は中小規模企業に比べて「退職時に退職者本人か

ら再就職先を報告させている」や、「ＯＢ会等を活用して再就職先を把握している」と回答する割

合が高くなっている。 
 

図表 2-19-1 退職者の再就職先の把握を行う方法(問 19)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=761)

41.4%

10.6%

51.5%

3.5%

14.8%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

退職時に退職者本人から再就職先を報告させている

退職後に退職者本人から再就職先を報告させている

退職者の上司又は同僚を通して把握するようにしている

特定の企業には再就職時に連絡をもらうようにしている

OB会等を活用して､再就職先を把握している

その他

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-19-2 退職者の再就職先の把握を行う方法(問 19)【業種･規模別】 

 
 
  

48.5%

6.7%

44.2%

3.6%

19.4%

6.7%

31.8%

12.7%

54.5%

4.5%

13.6%

10.9%

44.9%

12.4%

54.2%

2.7%

18.7%

6.2%

38.4%

10.6%

52.5%

3.5%

9.4%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

退職時に退職者本人から再就職先を報告させている

退職後に退職者本人から再就職先を報告させている

退職者の上司又は同僚を通して把握するようにしている

特定の企業には再就職時に連絡をもらうようにしている

OB会等を活用して､再就職先を把握している

その他

(n=165) 製造業/301人以上 (n=110) 製造業/300人以下 (n=225) 非製造業/301人以上 (n=255) 非製造業/300人以下

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 20 営業秘密に接する機会のあった日本人の役員・正規社員（期間の定めがない従業員）及び

外国人の役員・正規社員が、中途退職後に競業関係にある外国企業に再就職する割合はど

れくらいですか。 

 退職者の再就職先を把握していると回答した企業に対して、日本人の役員・正規社員が中途退

職後に競業関係にある外国企業に再就職する割合を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果で

は、「1 割程度」以上と回答する企業は、正規社員等の全体を対象にした質問では 9.9％、技術系

人材を対象にした質問でも 8.8％であり、中途退職者が競業外国企業に一定程度の規模で再就職し

ていることを認識している企業は少なからず存在している。 
 外国人の役員・正規社員が競業外国企業へ再就職する割合は、日本人の役員・正規社員よりも

割合が低く出ているものの、一方で「わからない」との回答が多くなっている。 
 また、業種別・規模別の集計結果を見ると、日本人と外国人の区別および、全体と技術系人材

の区別を問わず、大規模企業では「わからない」と回答する企業の割合が中小規模企業と比較し

て高い。 
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図表 2-20-1 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_全体(問 20-1)【全業種・全

規模】 

 
 

 

 

図表 2-20-2 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_全体(問 20-1)【業種･規模

別】 

 
  

(n=766)

ほとんどいない 80.0%

1割程度 4.7%

3分の1程度 1.8%

半分程度 1.8%

3分の2以上 1.6%

わからない 10.1%

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

71.0%

81.4%

80.8%

85.4%

8.0%

3.5%

1.2%

1.8%

2.4%

19.5%

5.3%

10.7%

4.7%

3.1%
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2.0%

2.2%

1.3%

2.7%

1.2%

2.0%

1.8%

0.9%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
1
6
9)

(n
=
1
1
3)

(
n
=
22
4
)

(
n
=
25
4
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない
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図表 2-20-3 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_技術系(問 20-2)【全業種・全規

模】 

 
 

図表 2-20-4 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_技術系(問 20-2)【業種･規

模別】 

 
 

 
  

(n=727)

ほとんどいない 80.7%

1割程度 4.5%

3分の1程度 1.0%

半分程度 1.8%

3分の2以上 1.5%

わからない 10.5%

69.8%

84.4%

83.0%

84.9% 4.3%

1.8%

1.7%

20.1%

3.7%

10.8%

6.0%

2.8%

6.4%

5.9%

1.3%

0.5%

0.6%

1.4%

2.8%

1.8%

1.7%

1.4%

0.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
16
9
)

(
n
=
1
0
9)

(
n
=
2
1
2)

(
n=
2
3
2
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-20-5 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_全体(問 20-3)【全業種・全

規模】 

 

 
図表 2-20-6 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_全体(問 20-3)【業種･規模

別】 

 
 
  

(n=638)

ほとんどいない 78.2%

1割程度 1.1%

3分の1程度 0.6%

半分程度 0.5%

3分の2以上 0.8%
わからない 18.8%

58.4%

85.6%

81.9%

87.7% 1.5%

36.0%

11.1%

17.0%

9.7%

0.5%

2.2%

0.6%

1.1%

1.9%
1.9%

1.0%

0.5%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
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=1
6
1
)

(
n
=
90
)

(
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=
1
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8)

(
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1
9
5
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-20-7 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_技術系(問 20-4) 

【全業種・全規模】 

 
図表 2-20-8 役員･正規社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_技術系(問 20-4)【業種･規

模別】 

 
 
  

(n=628)

ほとんどいない 78.3%

1割程度 1.0%

3分の1程度 0.3%

半分程度 0.6%

3分の2以上 0.6%

わからない 19.1%

58.4%

87.6%

81.5%

87.9%

0.6%

2.2%

1.1%

1.9% 36.0%

10.1%

16.8%

11.1%
0.5%

0.5%

0.6%

2.5%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=1
6
1
)

(
n
=
89
)

(
n
=
1
8
4)

(
n=
1
9
0
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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問 21 営業秘密に接する機会のあった契約社員(期間の定めのある従業員)の再就職先として、競

業関係にある外国企業に再就職する割合はどれくらいですか。（各行の１～６のいずれか１

つに○） 

退職者の再就職先を把握していると回答した企業に対して、契約社員が競業外国企業へ再就職

する割合を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、役員・正規社員の集計結果よりも「１

割程度」以上と回答している割合は低い。一方「わからない」との回答が多く、契約社員の再就

職先の把握は、役員・正規社員よりも十分に行われていない可能性がある。 
  
図表 2-21-1 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_全体(問 21-1)【全業種・全規模】 

 

図表 2-21-2 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_全体(問 21-1)【業種･規模別】 

 
 

  

(n=754)

ほとんどいない 77.6%

1割程度 2.3%

3分の1程度 0.4%

半分程度 1.1%

3分の2以上 0.0%

わからない 18.7%

58.9%

87.2%

76.2%

87.5%

2.4%

1.8%

1.8%

2.8%

38.1%

10.1%

19.7%

8.1%

0.8%

0.4%

0.8%

1.8%

0.9%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
16
8
)

(
n
=
1
0
9)

(
n
=
2
2
3)

(
n=
2
4
8
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-21-3 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_技術系(問 21-2)【全業種・全規

模】 

 
図表 2-21-4 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:日本人_技術系(問 21-2)【業種･規模別】 

 
 

 
  

(n=711)

ほとんどいない 78.5%

1割程度 1.3%

3分の1程度 0.4%

半分程度 0.8%

3分の2以上 0.0%

わからない 19.0%

59.5%

88.3%

78.1%

88.4%

1.2%

1.0%

1.0%

1.8%

38.1%
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0.4%
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1.0%

1.0%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
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6
8
)
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n
=
1
0
3)

(
n
=
2
1
0)

(
n=
2
2
5
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-21-5 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_全体(問 21-3)【全業種・全規模】 

 
図表 2-21-6 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_全体(問 21-3)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=629)

ほとんどいない 74.2%

1割程度 0.5%

3分の1程度 0.2%

半分程度 0.8%

3分の2以上 0.2%

わからない 24.2%

51.2%

83.0%

75.5%

88.4%

0.6%

0.5%

0.5%

46.3%

17.0%

22.9%

10.1%

0.5%

1.1%

1.9%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=1
6
0
)

(
n
=
88
)

(
n
=
1
8
8)

(
n=
1
8
9
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-21-7 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_技術系(問 21-4)【全業種・全規

模】 

 
図表 2-21-8 契約社員が競業外国企業に再就職する割合:外国人_技術系(問 21-4)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=618)

ほとんどいない 73.8%
1割程度 0.0%

3分の1程度 0.3%

半分程度 0.8%

3分の2以上 0.2%

わからない 24.9%

51.9%

82.8%

74.3%

88.0%

46.3%

17.2%

23.5%

11.4%0.5%

0.5%

1.6%

1.3%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=1
6
0
)

(
n
=
87
)

(
n
=
1
8
3)

(
n=
1
8
4
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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問 22 定年退職した従業員のうち、競業他社（国内外を問わない）に再就職する割合はどれくら

いですか。 

退職者の再就職先を把握している企業に対し、定年退職した従業員が競業他社(国内外を問わな

い)に再就職する割合について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「1 割程度」以上と

回答した企業は、日本人定年退職者全体を対象にした質問では 15.6％、日本人技術者を対象にし

た質問では 13.6％となっている。 
また、外国人の定年退職者が競業他社に再就職する割合では、「わからない」との回答が日本人

と比べて多く、外国人従業員の再就職先は、日本人従業員の再就職先よりも十分に把握されてい

ない可能性がある。 
 
図表 2-22-1 定年退職者が競業他社に再就職する割合:日本人_全体(問 22-1)【全業種・全規模】 

 
図表 2-22-2 定年退職者が競業他社に再就職する割合:日本人_全体(問 22-1)【業種･規模別】 

 
 

 

(n=759)

ほとんどいない 68.4%

1割程度 9.6%

3分の1程度 2.2%

半分程度 2.1%

3分の2以上 1.7%

わからない 15.9%

64.9%

75.2%

63.7%

72.3%

4.8%

9.7%

12.6%

10.0%

2.7%

2.2%

2.4%

1.2%

2.7%

1.3%

1.6%

25.6%

8.0%

17.5%

11.2%

1.8%

2.4%

2.7%

1.8%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=1
6
8
)

(
n
=
1
13
)

(
n
=
2
2
3)

(
n=
2
4
9
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-22-3 定年退職者が競業他社に再就職する割合:日本人_技術系(問 22-2)【全業種・全規模】 

 

 
図表 2-22-4 定年退職者が競業他社に再就職する割合:日本人_技術系(問 22-2)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=716)

ほとんどいない 70.7%

1割程度 8.9%

3分の1程度 1.5%

半分程度 1.7%

3分の2以上 1.5%

わからない 15.6%

63.1%

78.9%

66.8%

75.8%

7.1%

7.3%

10.9%

9.4%

1.8%

2.4%

0.9%

1.8%

25.0%

8.3%

16.6%

11.2%

0.9%

1.8%

1.9%

1.2%

0.9%

1.4%

2.8%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
16
8
)

(
n
=
1
0
9)

(
n
=
2
1
1)

(
n=
2
2
3
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-22-5 定年退職者が競業他社に再就職する割合:外国人_全体(問 22-3)【全業種・全規模】 

 
図表 2-22-6 定年退職者が競業他社に再就職する割合:外国人_全体(問 22-3)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=617)

ほとんどいない 76.0%

1割程度 1.3%

3分の1程度 0.2%

半分程度 0.0%

3分の2以上 0.6%

わからない 21.9%

59.9%

85.2%

76.9%

84.6%

3.8%

38.2%

14.8%

18.8%

14.3%
0.5%

0.5%

0.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
15
7
)

(
n
=
88
)

(
n
=
1
8
6)

(
n=
1
8
2
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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図表 2-22-7 定年退職者が競業他社に再就職する割合:外国人_技術系(問 22-4)【全業種・全規模】 

 

 
図表 2-22-8 定年退職者が競業他社に再就職する割合:外国人_技術系(問 22-4)【業種･規模別】 

 
 

(n=608)

ほとんどいない 76.2%

1割程度 1.2%

3分の1程度 0.0%

半分程度 0.0%

3分の2以上 0.7%

わからない 22.0%

59.9%

85.2%

76.2%

86.0%

3.9%

38.2%

14.8%

19.3%

14.0%

0.6%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
15
7
)

(
n
=
88
)

(
n
=
1
8
1)

(
n=
1
7
8
)

ほとんどいない 1割程度 3分の1程度 半分程度 3分の2以上 わからない

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 

※退職者の再就職先を把握していると回答した企業のみ回答 
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【以下の問 23 は、全ての方がお答えください。】 

問 23 貴社の役員・従業員に対し、競業他社から引き抜きなどが行われたことはありますか。 

（該当するもの全てに○） 

競業他社からの引き抜きの有無について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「引き

抜きが行われたことはない」の割合が最も高く48.3%となっている。次いで、「わからない（30.5%）」、

「技術系の一般職員が個別に引き抜かれた（10.8%）」となっている。また、「プロジェクトチー

ムごと引き抜かれた」ケースも、技術系で 0.2％(6 件)、技術系以外で 0.1％(3 件)と、少数ではあ

るが確認された。 
業種別・規模別の集計結果では、大規模企業は中小規模企業に比べて「わからない」と回答す

る割合が大きく、また、「引き抜きが行われたことはない」との回答の割合が小さい。 
 

図表 2-23-1 競業他社からの引き抜きについて(問 23)【全業種・全規模】 

 
 

(n=2960)

5.9%

3.9%

10.8%

6.2%

0.2%

0.1%

1.1%

1.3%

48.3%

30.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術系の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系以外の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系の一般職員が個別に引き抜かれた

技術系以外の一般職員が個別に引き抜かれた

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系以外)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系以外)

引き抜きが行われたことはない

わからない

その他

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-23-2 競業他社からの引き抜きについて(問 23)【業種･規模別】 

 

13.1%

6.0%

14.0%

7.3%

0.5%

0.2%

2.5%

1.6%

31.8%

42.8%

2.0%

3.2%

1.6%

7.1%

2.8%

0.0%

0.0%

0.7%

0.9%

69.4%

17.6%

0.7%

6.4%

7.2%

11.2%

8.9%

0.4%

0.4%

0.6%

1.7%

35.4%

39.8%

2.5%

3.1%

1.2%

10.9%

5.3%

0.1%

0.0%

0.8%

0.9%

56.7%

23.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術系の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系以外の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系の一般職員が個別に引き抜かれた

技術系以外の一般職員が個別に引き抜かれた

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系以外)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系以外)

引き抜きが行われたことはない

わからない

その他

(n=551) 製造業/301人以上 (n=563) 製造業/300人以下 (n=842) 非製造業/301人以上 (n=982) 非製造業/300人以下

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（６）人材を通じた情報の漏えい事例について 
問 24 貴社において、過去 5年間で営業秘密の漏えい事例（役員、従業員、転退職者、取引先、

派遣社員等、人を通じた漏えいに限る）はありましたか。（該当するもの全てに○） 

過去５年間での営業秘密の漏えい事例の有無を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、

「情報の漏えい事例はない（70.3％）」と「わからない（16.2%）」を除いた、13.5％の企業が、何

らかの営業秘密の漏えいを経験していると回答している（「おそらく情報の流出があった」企業を

含む）。なお、そのうち「明らかな」情報漏えい事例があったと回答した企業は 6.6％(回答した全

企業に対する割合)であった。 
業種別・規模別の集計結果では、大規模企業は中小規模企業に比べて営業秘密の漏えいを経験

している割合が高くなっている。 
  

図表 2-24-1 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例(問 24)【全業種・全規模】 

 
 

(n=2969)

1.0%

3.1%

0.9%

2.4%

2.1%

6.3%

70.3%

16.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-24-2 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例(問 24)【業種･規模別】 

 
 

2.7%

4.0%

2.5%

2.3%

6.1%

6.5%

61.1%

19.8%

0.7%

1.1%

1.2%

1.4%

1.6%

4.6%

77.0%

14.1%

0.6%

4.4%

0.2%

2.8%

0.6%

8.1%

68.0%

17.2%

0.5%

2.4%

0.3%

2.5%

1.4%

5.4%

73.7%

14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=555) 製造業/301人以上 (n=566) 製造業/300人以下 (n=843) 非製造業/301人以上 (n=983) 非製造業/300人以下

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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【以下の問 25～問 31 は、前問において選択肢１～４を選択した方のみご回答ください。選択肢７を

選択した方は問 32 へ、それ以外の方は問 33 へお進みください。】 

問 25 どのような立場の者によって、営業秘密の漏えい事例が発生しましたか。（該当するもの

全てに○） 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が 1 回以上あったと回答した企業に対して、漏えいの経

路について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、漏えい事例に「中途退職者(正規社員)
による漏えい」が含まれていると回答している割合が最も高く 50.3%となっている。次いで、「現

職従業員等のミスによる漏えい（26.9%）」、「金銭目的等の動機をもった現職従業員等による漏え

い（10.9%）」となっている。 
また、回答企業数が限られているため断定は難しいものの、業種別・規模別の集計結果を見る

と、製造業の大規模企業では「金銭目的等の動機をもった現職従業員等による漏えい」や「現職

従業員等（派遣社員含む）のミスによる漏えい」、「取引先や共同研究先を経由した漏えい」が他

の業種・規模の企業に比べて高い割合となっている。同様に製造業の中小規模企業では「定年退

職者による漏えい」や「取引先からの要請を受けての漏えい」が、非製造業企業では「中途退職

者による漏えい」が、他の業種・規模の企業に比べて高い割合となっている。  
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図表 2-25-1 営業秘密の漏えい者(問 25)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=193)

4.1%

10.9%

26.9%

6.2%

50.3%

5.7%

2.1%

6.2%

9.3%

5.7%

2.6%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外部からの侵入に起因する漏えい

金銭目的等の動機をもった現職従業員等による漏えい

現職従業員等のﾐｽによる漏えい

中途退職者(役員)による漏えい

中途退職者(正規社員)による漏えい

契約満了後又は中途退職した契約社員による漏えい

契約満了後又は中途退職した派遣社員による漏えい

定年退職者による漏えい

取引先や共同研究先を経由した漏えい

取引先からの要請を受けての漏えい

わからない

その他

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-25-2 営業秘密の漏えい者(問 25)【業種･規模別】 

 

 
 

5.8%

19.2%

38.5%

5.8%

32.7%

5.8%

3.8%

9.6%

19.2%

13.5%

5.8%

5.8%

4.8%

0.0%

9.5%

9.5%

42.9%

0.0%

0.0%

19.0%

9.5%

14.3%

4.8%

4.8%

4.8%

11.1%

31.7%

4.8%

57.1%

3.2%

1.6%

0.0%

9.5%

0.0%

0.0%

4.8%

1.9%

7.4%

16.7%

7.4%

61.1%

11.1%

1.9%

5.6%

0.0%

1.9%

1.9%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外部からの侵入に起因する漏えい

金銭目的等の動機をもった現職従業員等による漏えい

現職従業員等のﾐｽによる漏えい

中途退職者(役員)による漏えい

中途退職者(正規社員)による漏えい

契約満了後又は中途退職した契約社員による漏えい

契約満了後又は中途退職した派遣社員による漏えい

定年退職者による漏えい

取引先や共同研究先を経由した漏えい

取引先からの要請を受けての漏えい

わからない

その他

(n=52) 製造業/301人以上 (n=21) 製造業/300人以下 (n=63) 非製造業/301人以上 (n=54) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 26 どのようなことから漏えい事例を認識しましたか。（該当するもの全てに○） 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、漏えい事例

を把握した経緯を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「役員･従業員等からの報告が

あった」の割合が最も高く 37.5%となっている。次いで、「第三者から漏えいしているのではない

かと指摘を受けた（28.1%）」、「貴社しか知り得ない情報を他社が使用しているのを発見した

（19.3%）」となっている。 
また、回答企業数が限られているため断定は難しいものの、業種別・規模別の集計結果を見る

と、製造業の大規模企業では「情報がインターネット等に掲載されているのを発見」や「パソコ

ンのログ等の記録」によって発覚したケースが多くなっている。また、製造業の中小規模企業で

は「類似品が市場に出回った」ことで、非製造業の大規模企業では「第三者からの指摘」や「役

員や従業員からの報告」によって、非製造業の中小規模企業では「貴社しか知り得ない情報を他

社が使用しているのを発見」したことで発覚しているケースが、他の規模・業種の企業よりも多

くなっている。 
 

図表 2-26-1 営業秘密の漏えいを認識したきっかけ(問 26)【全業種・全規模】 
 
 
 

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 

(n=192)

15.1%

19.3%

11.5%

1.6%

28.1%

12.5%

37.5%

3.1%

11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社しか知り得ない情報が掲載されているのを発見した

貴社しか知り得ない情報を他社が使用しているのを発見した

貴社製品の類似品が市場に出回った

競業他社の研究開発のｽﾋﾟｰﾄﾞが速まった

第三者から漏えいしているのではないかと指摘を受けた

ﾊﾟｿｺﾝのﾛｸﾞ等の記録により流出したことが発覚した

役員･従業員等からの報告があった

特に根拠はない

その他
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図表 2-26-2 営業秘密の漏えいを認識したきっかけ(問 26)【業種･規模別】 

 
 
  

26.9%

17.3%

13.5%

5.8%

25.0%

32.7%

38.5%

0.0%

11.5%

4.8%

19.0%

42.9%

0.0%

23.8%

9.5%

28.6%

9.5%

0.0%

14.3%

17.5%

4.8%

0.0%

38.1%

1.6%

42.9%

1.6%

12.7%

9.4%

22.6%

3.8%

0.0%

20.8%

7.5%

34.0%

5.7%

15.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社しか知り得ない情報が掲載されているのを発見した

貴社しか知り得ない情報を他社が使用しているのを発見した

貴社製品の類似品が市場に出回った

競業他社の研究開発のｽﾋﾟｰﾄﾞが速まった

第三者から漏えいしているのではないかと指摘を受けた

ﾊﾟｿｺﾝのﾛｸﾞ等の記録により流出したことが発覚した

役員･従業員等からの報告があった

特に根拠はない

その他

(n=52) 製造業/301人以上 (n=21) 製造業/300人以下 (n=63) 非製造業/301人以上 (n=53) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 27 営業秘密の侵害行為を行った行為者・企業に対してどのような対応をとりましたか。（該

当するもの全てに○） 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、侵害行為を

行った者などへの対応を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「事実関係の調査を行っ

た」の割合が最も高く 50.0%となっている。次いで、「警告文書を送付した（31.1%）」、「何もし

なかった（19.5%）」となっている。 
また、回答企業数が限られているため断定は難しいものの、業種別・規模別の集計結果を見る

と、大規模企業は中小規模企業に比べて、「何もしなかった」の割合が低く、「事実関係の調査」

をはじめ、何らかの対応を取ったことのある割合が高くなっている。 
 

図表 2-27-1 営業秘密の侵害行為の行為者･企業に対する対応(問 27)【全業種・全規模】 

 

(n=190)

50.0%

31.1%

5.8%

3.7%

11.6%

13.7%

7.9%

19.5%

0.5%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事実関係の調査を行った

警告文書を送付した

民事訴訟を提起した

刑事告訴した

懲戒解雇とした

懲戒処分とした

何らかの対応をとったが詳細は不明

何もしなかった

わからない

その他

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-27-2 営業秘密の侵害行為の行為者･企業に対する対応(問 27)【業種･規模別】 

 

 
  

69.2%

34.6%

7.7%

5.8%

17.3%

21.2%

9.6%

3.8%

0.0%

11.5%

38.1%

23.8%

14.3%

9.5%

4.8%

4.8%

9.5%

33.3%

0.0%

9.5%

56.5%

30.6%

4.8%

3.2%

11.3%

14.5%

6.5%

16.1%

0.0%

12.9%

26.9%

30.8%

1.9%

0.0%

9.6%

7.7%

7.7%

32.7%

1.9%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事実関係の調査を行った

警告文書を送付した

民事訴訟を提起した

刑事告訴した

懲戒解雇とした

懲戒処分とした

何らかの対応をとったが詳細は不明

何もしなかった

わからない

その他

(n=52) 製造業/301人以上 (n=21) 製造業/300人以下 (n=62) 非製造業/301人以上 (n=52) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 28 人を通じて漏えいした営業秘密は、具体的にどのようなものでしたか。(有、無どちらか

に○) また、流出したそれぞれの営業秘密は貴社の事業においてどの程度重要な情報でし

たか。複数流出している場合は、最も重要な情報について記載してください。(１～４のい

ずれか１つに○) 

 過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、漏えいした

情報の内容等を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、流出した情報に「顧客情報・個

人情報」が含まれていたと回答する企業が多く 82.5％、次いで「経営戦略に関する情報（38.5％）」、

「製造に関するノウハウ（34.4％）」となっている。 
また、流出した情報の重要性については、重要性の高い情報が流出しているケースが相当程度

あることが確認された。 
 

図表 2-28-1 流出した情報の種類(問 28-1)【全業種・全規模】 

 
 
 

34.4%

18.0%

23.7%

8.4%

12.0%

38.5%

28.8%

82.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

製造に関するﾉｳﾊｳ

生産ﾌﾟﾛｾｽ等の工程

製品･部品･金型等の設計図

工場ﾚｲｱｳﾄ

成分情報

経営戦略に関する情報

ｻｰﾋﾞｽ提供のﾉｳﾊｳ

顧客情報､個人情報

(n=195)

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-28-2 流出した情報の種類(問 28-1)【業種･規模別】 

 
 
  

38.5%

23.1%

38.5%

11.5%

11.5%

42.3%

7.7%

53.8%

63.6%

31.8%

9.1%

9.1%

18.2%

13.6%

18.2%

50.0%

10.9%

0.0%

4.7%

0.0%

1.6%

14.1%

18.8%

79.7%

5.6%

1.9%

3.7%

1.9%

3.7%

24.1%

22.2%

77.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造に関するﾉｳﾊｳ

生産ﾌﾟﾛｾｽ等の工程

製品･部品･金型等の設計図

工場ﾚｲｱｳﾄ

成分情報

経営戦略に関する情報

ｻｰﾋﾞｽ提供のﾉｳﾊｳ

顧客情報､個人情報

(n=52) 製造業/301人以上 (n=22) 製造業/300人以下 (n=64) 非製造業/301人以上 (n=54) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-28-3 流出した情報の重要性(問 28-2)【全業種・全規模】 

 
 
 
  

31.8%

30.0%

37.0%

33.3%

30.8%

25.5%

21.9%

43.2%

50.0%

40.0%

37.0%

22.2%

53.8%

44.7%

50.0%

43.2%

13.6%

25.0%

18.5%

22.2%

7.7%

27.7%

25.0%

12.9%

4.5%

5.0%

7.4%

22.2%

7.7%

2.1%

3.1%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造に関するﾉｳﾊｳ

生産ﾌﾟﾛｾｽ等の工程

製品･部品･金型等の設計図

工場ﾚｲｱｳﾄ

成分情報

経営戦略に関する情報

ｻｰﾋﾞｽ提供のﾉｳﾊｳ

顧客情報､個人情報

(n
=
44
)

(
n=
2
0)

(
n
=2
7)

(
n
=9
)

(n
=
13
)

(
n=
47
)

(
n=
3
2)

(n
=1
3
2)

非常に重要 重要 あまり重要でない わからない

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 29 営業秘密は人を通じてどこに漏えいしましたか（したと思いますか）。（該当するもの全て

に○） 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、流出先を尋

ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「国内の競業他社」が最も多く 46.5%、「国内の競

業他社以外の企業」が 14.1％、「外国の競業他社」が 10.8％となっている。 
業種別・規模別の集計結果を見ると、「外国の競業他社」への漏えいのほとんどは製造業で起こ

っていることがわかる。 
 

図表 2-29-1 営業秘密の漏えい先(問 29)【全業種・全規模】 

 
 
 

(n=185)

46.5%

14.1%

10.8%

3.8%

17.8%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の競業他社

国内の競業他社以外の企業

外国の競業他社

外国の競業他社以外の企業

わからない

その他

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-29-2 営業秘密の漏えい先(問 29)【業種･規模別】 

 
 
  

29.4%

21.6%

27.5%

9.8%

23.5%

9.8%

65.0%

15.0%

20.0%

5.0%

0.0%

5.0%

43.5%

12.9%

3.2%

0.0%

17.7%

32.3%

59.6%

7.7%

0.0%

1.9%

19.2%

15.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の競業他社

国内の競業他社以外の企業

外国の競業他社

外国の競業他社以外の企業

わからない

その他

(n=51) 製造業/301人以上 (n=20) 製造業/300人以下 (n=62) 非製造業/301人以上 (n=52) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 30 人を通じた営業秘密の漏えいが生じた後に、その再発を防止する対策として強化したこと

又は新たに導入したことはありますか。(該当するもの全てに○) 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、再発防止策

として導入・強化した内容について尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「営業秘密侵

害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行った」の割合が最も高く 38.7%となっている。次いで、

「データ等の持ち出し制限を行った（29.0%）」、「情報の管理方針等を整備した（28.0%）」となっ

ている。 
 また、業種別・規模別の集計結果では、製造業の大規模企業において「特に何もしていない」

と回答している企業が特に少なく、漏えい事例発覚後に何らかの対策を講じていることがわかる。



65 
 

図表 2-30-1 営業秘密漏えいの再発防止策として強化･新たに導入したこと(問 30)【全業種・全規

模】 

 
 

(n=186)

2.7%

6.5%

23.1%

29.0%

7.0%

18.3%

2.2%

28.0%

11.3%

38.7%

5.9%

15.6%

15.1%

4.8%

14.5%

1.6%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めた

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行った

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行った

競業避止義務契約を締結するようになった

秘密保持契約を締結するようになった

技術系人材の待遇を改善した

情報の管理方針等を整備した

情報に関する責任者の存在とその権限を明確化した

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行った

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施した

情報に関する内部監査を実施した

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をした

ﾉｳﾊｳの可視化を行った

特に何もしていない

わからない

その他

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-30-2営業秘密漏えいの再発防止策として強化･新たに導入したこと(問 30)【業種･規模別】 
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26.2%

37.7%
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27.9%

8.2%

41.0%

3.3%

19.7%

18.0%
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0.0%
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0.0%
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9.4%

13.2%

5.7%

13.2%

0.0%

20.8%

11.3%

26.4%

1.9%

7.5%

9.4%

5.7%

18.9%

1.9%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めた

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行った

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行った

競業避止義務契約を締結するようになった

秘密保持契約を締結するようになった

技術系人材の待遇を改善した

情報の管理方針等を整備した

情報に関する責任者の存在とその権限を明確化した

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行った

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施した

情報に関する内部監査を実施した

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をした

ﾉｳﾊｳの可視化を行った

特に何もしていない

わからない

その他

(n=51) 製造業/301人以上 (n=21) 製造業/300人以下 (n=61) 非製造業/301人以上 (n=53) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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問 31 人を通じた営業秘密の漏えいによって、どの程度の損害（２回以上流出している場合はそ

の合計）が生じていると考えていますか（大まかな推定で構いません）。(１つに○) 

過去５年間で「明らかな漏えい事例」が１回以上あったと回答した企業に対して、損害の規模

を尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「わからない」を除けば「1,000 万円未満」の

割合が最も高く 31.1％となっている。次いで、「1,000 万円以上 1 億円未満（15.8%）」、「1 億円以

上 10 億円未満（4.4％）」となっている。なお、損害が 1 億円を超える漏えいが生じていると回答

した企業は 15 社であった。業種別・規模別の集計結果を見ると、10 億円以上の損害金額の大き

な事例はいずれも製造業の企業で起こっていることがわかる。 
 

図表 2-31-1 営業秘密の漏えいによる損害(問 31)【全業種・全規模】 

 

 
図表 2-31-2 営業秘密の漏えいによる損害(問 31)【業種･規模別】 

(n=183)

1,000万円未満 31.1%

1,000万円以上1億円未満
15.8%

1億円以上10億円未満 4.4%

10億円以上100億円未満 2.2%

100億円以上1,000億円未満
0.5%

1,000億円以上 1.1%

わからない 44.8%

17.6%

10.0%

41.9%

40.0%

7.8%

40.0%

14.5%

16.0%

5.9%

5.0%

6.5%

5.9%

5.0%

3.9%
2.0%

40.0%

37.1%

44.0%

56.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
51
)

(
n
=
20
)

(n
=
6
2
)

(n
=
5
0
)

1,000万円未満 1,000万円以上1億円未満 1億円以上10億円未満 10億円以上100億円未満

100億円以上1,000億円未満 1,000億円以上 わからない

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例があった企業のみ回答 

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例が明らかにあったと回答した企業のみ回答 
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【以下の問 32 は、問 24 において選択肢７を選択した方のみご回答ください。それ以外の方は問 33 へ 

お進みください。】 
問 32 人を通じた営業秘密の漏えいが起こっていない要因として大きいものを最大３つまで選

択し○を付けてください。 

過去５年間で営業秘密の漏えい事例がなかったと回答した企業に対して、漏えいが行っていな

い要因として大きいものを尋ねたところ、全規模・全業種の集計結果では、「特に何もしていない

（28.7%）」の割合が最も高いが、具体的な取組の中では「データ等の持ち出し制限を行ったこと

（28.0%）」、「情報の管理方針等を整備していること（26.8%）」などの割合が高かった。 
 業種別・規模別の集計結果では、大規模企業は中小規模企業に比べて「特に何もしていない」

と回答している割合が低く、具体的な取組を多数挙げていることがわかる。 
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図表 2-32-1 営業秘密の漏えいが起こっていない要因(問 32)【全業種・全規模】 

 
 

  

(n=1809)

1.4%

5.6%

17.2%

28.0%

3.4%

26.0%

1.2%

26.8%

9.5%

18.1%

1.9%

11.7%

1.6%

28.7%

4.4%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めていること

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行ったこと

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行ったこと

競業避止義務契約を締結していること

秘密保持契約を締結していること

技術系人材の待遇を改善したこと

情報の管理方針等を整備していること

情報管理の責任者の存在とその権限の明確化したこと

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行っている

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

情報管理に関する内部監査を実施していること

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をしていること

特に何もしていない

わからない

その他

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例がなかったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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図表 2-32-2 営業秘密の漏えいが起こっていない要因(問 32)【業種･規模別】 

 
 

2.6%

19.2%

27.9%

37.2%

7.4%

35.6%

0.3%

36.9%

12.8%

26.0%

2.6%

17.0%

1.3%

11.2%

4.8%

1.9%

2.8%

5.9%

9.3%

17.1%

2.0%

12.1%

2.8%

14.6%

6.5%

10.4%

0.8%

5.3%

1.1%

46.9%

4.8%

4.5%

0.4%

3.0%

22.9%

36.9%

3.7%

31.4%

0.8%

37.3%

11.6%

22.1%

2.8%

18.7%

2.0%

17.0%

3.6%

7.3%

0.8%

1.0%

11.9%

22.6%

2.1%

24.7%

1.1%

19.7%

7.9%

15.7%

1.4%

6.9%

1.8%

36.8%

4.5%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めていること

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行ったこと

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行ったこと

競業避止義務契約を締結していること

秘密保持契約を締結していること

技術系人材の待遇を改善したこと

情報の管理方針等を整備していること

情報管理の責任者の存在とその権限の明確化したこと

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行っている

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

情報管理に関する内部監査を実施していること

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をしていること

特に何もしていない

わからない

その他

(n=312) 製造業/301人以上 (n=356) 製造業/300人以下 (n=507) 非製造業/301人以上 (n=623) 非製造業/300人以下

※過去５年間で営業秘密の漏えい事例がなかったと回答した企業のみ回答 

※複数回答式の設問のため、各選択肢の割合の合計は 100％にならない 
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（７）貴社の概況について 
問 33 貴社の主要業種についてお教えください。なお、複数の事業がある場合は、直近の決算で

売上高が最も大きいものをお選び下さい。売上高が等しい場合も、1 事業だけ選んでお答

え下さい。（1つに○） 

回答企業の業種（大分類）の内訳は以下の通り。 
 

図表 2-33-1 主要業種(問 33)【全業種・全規模】 

 
 

図表 2-33-2 主要業種(問 33)【業種･規模別】 

 

(n=2989)

建設業 3.8%

製造業 37.8%

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業
0.3%

情報通信業 2.1%

運輸業 5.5%

卸売業 4.2%
小売業 9.5%

金融業､保険業 2.9%

不動産業､物品賃貸業 0.7%

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業 2.6%

宿泊業 1.7%

飲食ｻｰﾋﾞｽ業 2.4%

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業
1.5%

教育､学習支援業 0.6%

医療､福祉 9.5%

ｻｰﾋﾞｽ業 11.1%
その他 3.8%

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

合計 2989 100.0% 558 100.0% 568 100.0% 852 100.0% 998 100.0%

建設業 115 3.8% 0 0.0% 0 0.0% 34 4.0% 79 7.9%

製造業 1131 37.8% 558 100.0% 568 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 8 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 5 0.6% 3 0.3%

情報通信業 63 2.1% 0 0.0% 0 0.0% 32 3.8% 31 3.1%

運輸業 163 5.5% 0 0.0% 0 0.0% 68 8.0% 94 9.4%

卸売業 126 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 67 7.9% 58 5.8%

小売業 283 9.5% 0 0.0% 0 0.0% 169 19.8% 114 11.4%

金融業､保険業 87 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 70 8.2% 17 1.7%

不動産業､物品賃貸業 21 0.7% 0 0.0% 0 0.0% 12 1.4% 9 0.9%

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業 78 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 31 3.6% 47 4.7%

宿泊業 50 1.7% 0 0.0% 0 0.0% 18 2.1% 32 3.2%

飲食ｻｰﾋﾞｽ業 73 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 38 4.5% 35 3.5%

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業 46 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 22 2.6% 24 2.4%

教育､学習支援業 17 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 5 0.6% 12 1.2%

医療､福祉 283 9.5% 0 0.0% 0 0.0% 97 11.4% 186 18.6%

ｻｰﾋﾞｽ業 331 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 151 17.7% 177 17.7%

その他 114 3.8% 0 0.0% 0 0.0% 33 3.9% 80 8.0%

合計
製造業/

301人以上
製造業/

300人以下
非製造業/
301人以上

非製造業/
300人以下
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【以下の設問は全ての方がお答えください。】 
問 34 貴社の主要業種(中分類)についてお教えください。売上高が等しい場合も、1 事業だけ選

んでお答え下さい。（1つに○） 

回答企業の業種の内訳（中分類）は以下の通り。 
 

図表 2-34-1 製造業:主要業種(中分類) (問 34)【全業種・全規模】 

 

 
図表 2-34-2 製造業:主要業種(中分類) (問 34)【業種･規模別】 

  

(n=1127)

食料品 8.5% 繊維工業 5.0%

家具･装備品 0.6%

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品 2.1%

化学 8.0%

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 4.7%

ｺﾞﾑ製品 1.8%

窯業･土石製品 2.2%

鉄鋼 3.1%

非鉄金属 2.2%金属製品 10.4%電気･情報通信機械･電子部品
19.2%

はん用､生産･業務用機械
5.4%

輸送用機械 12.9%

その他の製造業 13.9%

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

合計 1127 100.0% 556 100.0% 567 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

食料品 96 8.5% 51 9.2% 45 7.9% 0 0.0% 0 0.0%

繊維工業 56 5.0% 7 1.3% 49 8.6% 0 0.0% 0 0.0%

家具･装備品 7 0.6% 3 0.5% 4 0.7% 0 0.0% 0 0.0%

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品 24 2.1% 13 2.3% 11 1.9% 0 0.0% 0 0.0%

化学 90 8.0% 72 12.9% 17 3.0% 0 0.0% 0 0.0%

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 53 4.7% 16 2.9% 37 6.5% 0 0.0% 0 0.0%

ｺﾞﾑ製品 20 1.8% 11 2.0% 9 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

窯業･土石製品 25 2.2% 10 1.8% 14 2.5% 0 0.0% 0 0.0%

鉄鋼 35 3.1% 15 2.7% 20 3.5% 0 0.0% 0 0.0%

非鉄金属 25 2.2% 14 2.5% 11 1.9% 0 0.0% 0 0.0%

金属製品 117 10.4% 35 6.3% 82 14.5% 0 0.0% 0 0.0%

電気･情報通信機械･電子部品 216 19.2% 127 22.8% 88 15.5% 0 0.0% 0 0.0%

はん用､生産･業務用機械 61 5.4% 30 5.4% 31 5.5% 0 0.0% 0 0.0%

輸送用機械 145 12.9% 76 13.7% 68 12.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他の製造業 157 13.9% 76 13.7% 81 14.3% 0 0.0% 0 0.0%

合計
製造業/

301人以上
製造業/

300人以下
非製造業/
301人以上

非製造業/
300人以下
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問 35 貴社の主力製品についてお教えください。（１つに○） 

回答企業（製造業）の主力製品については以下の通り。 
 

図表 2-35-1 製造業:主力商品(問 35)【全業種・全規模】 

 
図表 2-35-2 製造業:主力商品(問 35)【業種･規模別】 

 
 

(n=1122)

素材 9.9%

部品 27.1%

賃加工 16.3%

最終製品 42.9%

その他 3.8%

11.7%

8.0%

27.3%

26.9%

4.1%

28.5%

54.0%

31.9%

2.9%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
55
7
)

(
n
=
5
6
2)

(
n
=
0
)

(n
=
0
)

素材 部品 賃加工 最終製品 その他
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【以下の設問は全ての方がお答えください。】 

問 36 貴社の資本金についてお教えください。（１つに○） 

回答企業の資本金については以下の通り。 
 

図表 2-36-1 資本金(問 36)【全業種・全規模】 

 
図表 2-36-2 資本金(問 36)【業種･規模別】 

 
  

(n=2967)

1,000万円以下 18.9%

1,000万円超～5,000万円以下
26.6%

5,000万円超～1億円以下
14.7%

1億円超～3億円以下 7.3%

3億円超～5億円以下 5.8%

5億円超～10億円以下 2.7%

10億円超～100億円以下
11.9%

100億円超～ 9.1%
その他 2.9%

27.5%

5.3%

35.3%

6.6%

40.8%

15.2%

39.5%

12.4%

18.1%

18.3%

11.1%

5.2%

7.0%

12.0%

10.8%

8.5%

5.0%

4.7%

29.0%

12.3%

1.8%

4.5%
1.6%

4.0%

0.9%

0.5%

1.8%

19.7%

1.3%

29.2%

0.5%

0.2%

3.9%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(n
=
5
5
8
)

(
n
=
56
8
)

(n
=
8
4
3
)

(
n
=
98
7
)

1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～1億円以下

1億円超～3億円以下 3億円超～5億円以下 5億円超～10億円以下

10億円超～100億円以下 100億円超～ その他
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問 37 貴社の従業員数についてお教えください。（１つに○） 

回答企業の従業員数については以下の通り。 
 

図表 2-37-1 従業員数(問 37)【全業種・全規模】 

 
図表 2-37-2 従業員数(問 37)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=2984)

0～30人 5.7%

31～100人 22.9%

101人～300人 24.1%

301～1,000人 25.2%

1,001人～3,000人 13.9%

3001人以上 8.2%

11.3%

10.4%

39.4%

45.9%

49.3%

43.7%

51.1%

54.6%

28.5%

30.0%

20.4%

15.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
55
8
)

(
n
=
5
6
8)

(
n
=
8
5
2)

(
n=
9
9
8
)

0～30人 31～100人 101人～300人 301～1,000人 1,001人～3,000人 3001人以上
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問 38 貴社の売上高（2011 年度末）についてお教えください。（１つに○） 

回答企業の売上高（2011 年度末）は以下の通り。 
 

図表 2-38-1 売上高(2011 年度末) (問 38)【全業種・全規模】 

 

図表 2-38-2 売上高(2011 年度末) (問 38)【業種･規模別】 

 
 
  

(n=2937)

10億円以下 33.1%

10億円超～100億円以下
30.1%

100億円超～1,000億円以下
25.9%

1,000億円超～5,000億円以下
7.7%

5,000億円超 3.2%

49.2%

67.7%

14.9%

44.4%

32.8%

28.4%

53.0%

6.2%

47.3%

3.6%

21.2%

12.7%

9.7%

4.7%

2.5%

1.3%

0.1%

0.2%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
55
7
)

(
n
=
5
6
3)

(
n
=
8
2
9)

(
n=
9
7
9
)

10億円以下 10億円超～100億円以下 100億円超～1,000億円以下 1,000億円超～5,000億円以下 5,000億円超
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問 39 貴社の、直近５年間における業績の推移についてお教えください。（１つに○） 

回答企業の業績推移については以下の通り。 
 

図表 2-39-1 直近 5年間における業績の推移:売上高(問 39-1)【全業種・全規模】 

 

 
図表 2-39-2 直近 5年間における業績の推移:売上高(問 39-1)【業種･規模別】 

 
  

(n=2924)

増加(+20%超) 6.1%

やや増加(+5～+20%) 25.2%

横ばい(±5%未満) 33.1%

やや減少(-5～-20%) 26.5%

減少(-20%超) 9.1%

4.9%

5.3%

6.9%

6.4%

23.8%

23.5%

28.6%

24.1%

34.4%

29.4%

32.8%

35.0%

25.1%

26.9%

26.9%

26.8%

11.7%

14.9%

4.8%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
54
6
)

(
n
=
5
6
5)

(
n
=
8
2
9)

(
n=
9
7
4
)

増加(+20%超) やや増加(+5～+20%) 横ばい(±5%未満) やや減少(-5～-20%) 減少(-20%超)
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図表 2-39-3 直近 5年間における業績の推移:営業利益(問 39-2)【全業種・全規模】 

 
図表 2-39-4 直近 5年間における業績の推移:営業利益(問 39-2)【業種･規模別】 

 
 
 
 
  

(n=2817)

増加(+20%超) 8.1%

やや増加(+5～+20%) 22.4%

横ばい(±5%未満) 33.2%

やや減少(-5～-20%) 22.6%

減少(-20%超) 13.8%

10.8%

6.3%

9.4%

6.4%

20.2%

20.2%

24.6%

22.9%

29.8%

30.7%

35.1%

35.0%

18.7%

25.6%

20.0%

25.5%

20.6%

17.2%

11.0%

10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業/301人以上

製造業/300人以下

非製造業/301人以上

非製造業/300人以下

(
n
=
53
0
)

(
n
=
5
4
0)

(
n
=
8
1
0)

(
n=
9
2
9
)

増加(+20%超) やや増加(+5～+20%) 横ばい(±5%未満) やや減少(-5～-20%) 減少(-20%超)
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３．詳細結果 
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（１）「営業秘密管理に関する各種取組」に関する分析 
①「営業秘密管理に関する各種取組」等と「従業員数」の関係 

 

図表 3-1～7 は、「営業秘密の取り扱いと運用状況（問 1、2、3）」や「営業秘密管理の各種取組

（問 5、6、10、12）」と、「問 37 従業員規模」の関係を示すものである。これらの図表から、規

模が大きい企業ほど、営業秘密の取扱いと運用を厳密に行っており、営業秘密管理手法を数多く

取り入れている傾向があるといえる。 
 
 
図表 3-1「問 1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け」× 

「問 37 従業員数」 

 

9.9%

9.9%

17.1%

28.8%

44.3%

62.9%

39.1%

45.8%

41.0%

38.0%

22.3%

20.3%

51.0%

44.4%

41.9%

33.2%

33.4%

16.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n
=
1
5
1
)

(
n
=
6
2
9
)

(
n
=
6
7
3
)

(
n
=
7
1
6
)

(
n
=
4
0
4
)

(
n
=
2
3
7
)

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-2「問 2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用」×「問 37 従業員数」 

 
 

図表 3-3「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」×「問 37 従業員数」 

 

17.8%

19.9%

23.9%

27.8%

30.1%

27.4%

54.8%

60.4%

56.9%

61.1%

59.8%

62.9%

27.4%

19.6%

19.2%

11.1%

10.2%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n
=
7
3
)

(
n
=
3
3
6
)

(
n
=
3
8
5
)

(
n
=
4
6
8
)

(
n
=
2
6
6
)

(
n
=
1
9
7
)

全社において徹底して運用されていると思う ある程度厳密に運用されているように思う

あまり厳密に運用されていないように思う

8.3%

6.0%

8.2%

13.9%

15.7%

20.6%

59.7%

59.2%

62.1%

62.3%

62.6%

63.9%

31.9%

34.7%

29.7%

23.9%

21.7%

15.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n
=
7
2
)

(
n
=
3
3
1
)

(
n
=
3
7
7
)

(
n
=
4
6
1
)

(
n
=
2
5
4
)

(
n
=
1
9
4
)

定期的に見直しを行う仕組みを作っている 必要性が生じたときに見直しを行っている 見直しを行っていない
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図表 3-4「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」×「問 37 従業員数」 

 

35.0%

9.2%

35.8%

13.3%

21.7%

8.3%

13.3%

22.5%

8.3%

20.8%

42.7%

14.4%

37.1%

19.0%

25.2%

8.0%

13.6%

22.4%

9.9%

13.8%

57.9%

24.9%

40.2%

22.6%

31.8%

8.9%

18.9%

30.1%

14.1%

10.6%

73.5%

35.2%

49.1%

27.6%

40.4%

17.9%

32.2%

34.9%

24.7%

8.4%

79.6%

43.9%

60.1%

44.2%

49.2%

29.1%

43.7%

38.4%

34.9%

6.6%

89.3%

66.1%

76.3%

60.7%

61.6%

38.8%

49.6%

50.0%

42.4%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=120) 0～30人 (n=536) 31～100人 (n=594) 101人～300人 (n=664) 301～1,000人 (n=378) 1,001人～3,000人 (n=224) 3001人以上



83 
 

図表 3-5「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」×「問 37 従業員数」 

 

図表 3-6「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」×「問 37 従業員数」 

 

72.9%

60.9%

49.4%

33.4%

21.3%

23.8%

8.2%

7.6%

7.5%

6.3%

6.1%

0.9%

59.4%

1.2%

0.9%

0.6%

1.5%

1.2%

2.0%

5.4%

0.4%

2.9%

2.0%

1.4%

1.5%

1.8%

2.0%

2.4%

0.8%

0.6%

1.0%

1.8%

2.9%

2.4%

2.8%

1.8%

0.6%

3.3%

2.7%

2.0%

1.4%

1.6%

16.3%

60.8%

50.1%

37.3%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n=
16
6)

(
n=
68
1)

(
n=
71
4
)

(n
=7
49
)

(n
=4
13
)

(n
=2
4
4)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

19.2%

25.5%

28.7%

37.2%

49.1%

68.2%

3.9%

5.3%

10.4%

12.0%

7.1%

3.6%

4.7%

7.8%

9.7%

9.6%

9.2%

13.2%

10.5%

13.7%

17.7%

12.0%

7.1%

32.9%

27.4%

28.7%

18.7%

16.0%

7.1%

29.3%

27.9%

15.8%

6.3%

1.2%

1.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n
=
1
6
7
)

(
n
=
6
7
4
)

(
n
=
7
0
3
)

(
n
=
7
3
3
)

(
n
=
4
07
)

(
n
=
2
3
9
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-7「問 12-1 競業避止義務契約の締結:従業員」×「問 37 従業員数」 

 

 
  

90.9%

90.4%

85.5%

78.5%

75.8%

67.2%

1.8%

6.2%

3.2%

5.9%

7.0%

12.9%

7.1%

5.6%

9.5% 3.7%

0.5%

0.5%

0.1%

0.4%

0.0%

0.4%

0.5%

1.3%

1.0%

0.7%

1.2%

5.8%

3.3%

2.2%

1.8%

1.5%

0.6%

4.9%

2.4%

1.8%

2.8%

3.1%

3.3%

4.8%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～30人

31～100人

101人～300人

301～1,000人

1,001人～3,000人

3001人以上

(
n
=
1
6
4
)

(
n
=
6
7
5
)

(
n
=
7
1
5
)

(
n
=
7
4
8
)

(
n
=
4
1
4
)

(
n
=
2
4
1
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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②「営業秘密管理に関する各種取組」と「営業秘密とそれ以外の情報の区分」の関係 

 

図表 3-8～23 は、「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」と、「営業秘密管理に関する各種取

組（問 5、6、10、12）」との関係を示したものである。これらの図表からは、従業員規模の影響

を取り除いても、「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分および秘密性のレベルに応じた格付け」

を行っている企業は、営業秘密管理に関するその他の取組（秘密保持契約や競業避止契約も含む）

も充実している傾向にあるといえる。 

特に、秘密性のレベルに応じた格付けまで導入している企業は、それ以外の企業との差が顕著

である。 

 
なお、以下において【企業規模：大】と表示されている図表は従業員数 1001 人以上の企業に

ついて、【企業規模：中】は従業員数 101 人以上 1000 人未満の企業について、【企業規模：小】

は従業員数 100 人以下の企業について、それぞれ集計したものであり、【全規模】と表示されてい

る図表は、それら全ての企業について集計したものである。 
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図表 3-8【全規模】「問５ 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

89.2%

56.0%

76.4%

59.0%

63.4%

32.6%

54.1%

49.3%

46.2%

2.4%

58.3%

25.2%

45.4%

23.3%

32.3%

12.0%

19.6%

26.8%

13.3%

4.7%

50.9%

17.9%

29.1%

12.6%

23.5%

9.3%

15.1%

26.1%

11.5%

20.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=702) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=920) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=800) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-9【企業規模：大】「問５ 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

96.2%

69.3%

86.7%

73.4%

72.2%

41.5%

60.4%

52.8%

52.8%

2.5%

73.8%

37.3%

51.6%

31.7%

36.5%

27.0%

31.7%

34.1%

22.2%

1.6%

64.6%

28.6%

36.7%

19.0%

30.6%

19.7%

28.6%

30.6%

21.8%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=316) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=126) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=147) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-10【企業規模：中】「問５ 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

88.0%

50.0%

71.1%

49.4%

59.4%

27.9%

51.9%

47.4%

43.5%

1.9%

64.0%

28.7%

43.1%

21.9%

33.6%

9.7%

19.6%

28.9%

13.4%

4.3%

55.1%

18.9%

29.5%

13.2%

24.1%

7.9%

15.4%

26.6%

10.9%

19.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=308) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=494) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=403) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-11【企業規模：小】「問５ 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

63.4%

22.5%

53.5%

36.6%

40.8%

14.1%

35.2%

39.4%

26.8%

2.8%

41.9%

14.4%

47.0%

22.1%

28.2%

9.4%

14.4%

20.5%

9.4%

6.7%

35.7%

9.8%

23.8%

8.2%

18.0%

5.3%

7.0%

22.1%

6.6%

26.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=71) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=298) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=244) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-12【全規模】「問 6  秘密保持契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

 

図表 3- 13【企業規模：大】「問 6  秘密保持契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

20.7%

43.6%

56.3%

8.9%

8.4%

1.1%

1.1%

0.7%
5.7%

1.1%

2.1%

2.0%

0.7%

2.5%

1.0%

1.1%

2.9%

2.1%

1.1%

3.4%

1.6%

58.5%

33.2%

40.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
3
1
)

(
n
=
1
0
3
1
)

(
n
=
1
0
5
3
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

14.3%

22.6%

34.9%

8.8%

3.7% 1.8%

1.5%

0.6%

4.6%

6.4%

1.1%

2.9%

2.1%

2.2%

1.7%

3.6%

2.1%

0.6%

2.2%

4.6%

56.2%

56.6%

64.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
2
8
)

(
n
=
1
3
7
)

(
n
=
1
7
5
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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図表 3-14【企業規模：中】「問 6  秘密保持契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

 
図表 3-15【企業規模：小】「問 6  秘密保持契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

22.9%

38.8%

52.7%

9.4%

8.6%

1.2%

0.6%

1.6%

0.4%

6.2%
1.2%

1.6%

2.5%

0.2%

0.9%

1.4%

2.6%

3.4%

1.5%

1.3%

2.8%

45.2%

35.5%

57.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
1
9
)

(
n
=
5
4
6)

(
n
=
5
1
8
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

35.5%

59.4%

72.0%

15.8%

8.1%

0.3%

0.0%

0.0%

1.1%

5.4%
1.1%

2.3%

1.7%

3.9%

0.6%

0.9%

2.6%

0.8%

1.7%

1.3%

25.8%

18.6%

40.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
6
)

(
n
=
3
4
5)

(
n
=
3
5
4
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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図表 3-16【全規模】「問 10 取引先企業との秘密保持契約締結状況」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 
 

図表 3-17【企業規模：大】「問 10 取引先企業との秘密保持契約締結状況」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

60.5%

30.3%

25.1%

9.6%

8.6%

4.4%

8.2%

9.1%

6.8%

10.9%

16.7%

12.2%

8.4%

24.1%

30.0%

2.4%

11.2%

21.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
2
2
)

(
n
=
1
0
2
4
)

(
n
=
1
0
3
2
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない

67.0%

48.5%

42.0%

10.2%

13.2%

8.3%

7.4%

13.2%

10.7%

9.0%

10.3%

13.0%

6.2%

14.7%

22.5% 3.6%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
2
4
)

(
n
=
1
3
6
)

(
n
=
1
6
9
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-18【企業規模：中】「問 10 取引先企業との秘密保持契約締結状況」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

 

図表 3-19【企業規模：小】「問 10 取引先企業との秘密保持契約締結状況」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

55.1%

27.9%

25.0%

10.2%

9.2%

5.5%

9.6%

10.2%

7.9%

12.1%

19.6%

15.2%

9.6%

24.6%

30.1%

3.5%

8.5%

16.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
1
4
)

(
n
=5
4
1
)

(
n
=
50
5
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない

52.6%

27.0%

16.7%

5.8%

6.6%

5.8%

3.4%

15.8%

14.2%

14.5%

27.0%

34.0%

6.6%

20.1%

37.4%

3.9%

0.8%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
6
)

(
n
=
3
4
4)

(
n
=
3
5
3
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-20【全規模】「問 12 競業避止義務契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 
 

図表 3-21【企業規模：大】「問 12 競業避止義務契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

69.6%

83.9%

89.3%

9.0% 9.0%

4.7%

0.4%

0.4%

0.3%

0.8%

1.2%

0.7%

1.8%

2.7%

6.6%

2.7%

4.2%

3.0%

3.0%

2.1%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
2
6
)

(
n
=
1
0
3
1
)

(
n
=1
0
4
7
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない

64.5%

79.7%

83.8%

8.3% 11.9%

6.5%

9.2%

5.1%

0.6%

0.7%

0.7%

0.6%

2.9%

5.1%

5.8%

4.0%

2.2%

2.9%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
2
7
)

(
n
=
1
3
8
)

(
n
=
1
7
3
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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図表 3-22【企業規模：中】「問 12 競業避止義務契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

 

 
図表 3-23【企業規模：小】「問 12 競業避止義務契約の締結状況:従業員」× 

「問１ 営業秘密とそれ以外の情報の区分」 

71.2%

82.3%

88.0% 1.9%

6.6% 9.7%

5.5%

0.2%

0.4%

0.6%

1.0%

1.5%

0.9%

2.0%

6.0%

3.1%

5.3%

3.9%

3.1%

1.9%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
3
1
9
)

(
n
=
5
4
8
)

(
n
=
5
1
6
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない

82.2%

88.3%

94.3% 0.8%

6.8%

0.6%

0.3%

0.8%

0.9%
2.9%

2.7%

0.3%

1.5%

1.1%

2.9%

5.5%

3.2%

2.0%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分

営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない

(
n
=
7
3
)

(
n
=
3
4
2
)

(
n
=
3
5
3
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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③「営業秘密管理に関する各種取組」と「営業秘密の区分と格付けの見直し」の関係 

 
図表 3-24～39 は、「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」と、「営業秘密管理に関

する各種取組（問 5、6、10、12）」との関係を示したものである。これらの図表からは、上述し

た「営業秘密とそれ以外の情報の区分」と「営業秘密管理に関する各種取組」との関係と同様に、

営業秘密の区分および秘密性の格付け基準の見直しを定期的に行っている企業は、その他の取組

も充実している傾向があるといえる。 
 

図表 3-24【全規模】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

94.5%

65.5%

86.0%

70.5%

79.0%

49.5%

76.5%

63.0%

64.5%

4.5%

73.7%

39.4%

61.5%

39.9%

46.5%

19.8%

33.4%

37.2%

26.7%

2.1%

56.7%

24.9%

41.5%

21.0%

29.3%

10.1%

18.4%

23.1%

12.7%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=200) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=981) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=386) 見直しを行っていない
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図表 3-25【企業規模：大】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

100.0%

86.1%

97.5%

87.3%

89.9%

59.5%

79.7%

68.4%

77.2%

6.3%

91.2%

61.4%

79.4%

64.3%

61.0%

37.9%

49.6%

48.9%

41.5%

1.5%

78.2%

37.2%

55.1%

32.1%

43.6%

15.4%

39.7%

23.1%

23.1%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=79) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=272) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=78) 見直しを行っていない
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図表 3-26【企業規模：中】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

92.5%

53.8%

77.4%

60.2%

74.2%

43.0%

74.2%

63.4%

58.1%

2.2%

74.6%

38.2%

57.7%

31.5%

43.7%

14.2%

30.7%

34.3%

24.2%

1.8%

61.7%

25.9%

36.3%

21.2%

30.6%

10.9%

16.6%

28.5%

13.0%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=93) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=492) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=193) 見直しを行っていない
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図表 3-27【企業規模：小】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

84.0%

40.0%

84.0%

56.0%

64.0%

40.0%

76.0%

44.0%

48.0%

4.0%

48.8%

14.7%

47.4%

28.0%

33.6%

10.0%

19.0%

28.4%

13.3%

3.8%

33.9%

14.8%

40.9%

13.0%

17.4%

5.2%

7.0%

13.9%

5.2%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=25) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=211) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=115) 見直しを行っていない
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図表 3-28【全規模】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

 
図表 3-29【企業規模：大】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

10.8%

33.9%

43.4%

10.3%

9.5%

2.0% 1.5%

1.0%

0.9%

6.1%

1.8%

2.3%

2.0%

0.5%

1.7%

3.4%

2.9%

2.3%

1.8%

2.5%

3.4%

46.9%

42.5%

66.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
0
3
)

(
n
=
1
0
4
7
)

(
n
=
4
4
2
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

11.2%

20.5%

11.9%

6.4%

7.1%

2.5% 3.8%

1.1%

1.2%

8.7%

4.8%

2.5%

1.2%

3.5%

3.8%

3.6%

2.5%

4.8%

4.2%

2.5%

59.4%

65.5%

67.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
8
0
)

(
n
=
2
8
3)

(
n
=
8
4
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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図表 3-30【企業規模：中】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

 
 

図表 3-31【企業規模：小】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

10.6%

32.9%

40.0%

8.5%

10.8%

5.5%

1.3%

1.4%

1.4%

2.1%

3.2%

0.5%

0.2%

2.1%

3.6%

2.9%

1.1%

0.5%

2.1%

4.3%

47.7%

47.3%

70.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
9
4
)

(
n
=
5
2
0)

(
n
=
2
2
0
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

7.7%

51.3%

68.1%

15.4%

10.6%

7.7% 3.8%

6.5%

0.7%

2.5%

3.8%

3.0%

1.4%

0.4%

3.8%

2.2%

1.3%

30.9%

21.0%

57.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
6
)

(
n
=
2
3
6)

(
n
=
1
3
8
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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図表 3-32【全規模】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 
 

図表 3-33【企業規模：大】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

69.8%

44.1%

29.7%

5.9%

10.0%

7.7%

10.4%

8.3%

8.6%

6.9%

16.2%

13.8%

5.0%

15.3%

27.7%

6.0%

12.5%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
0
2
)

(
n
=
1
0
3
6
)

(
n
=
4
4
1
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない

74.7%

61.3%

54.1%

6.3%

11.5%

11.8%

11.4%

8.6%

8.2%

10.8%

9.4%

7.5%

16.5%

2.5%

5.1%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
7
9
)

(
n
=
2
7
9)

(
n
=
8
5
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-34【企業規模：中】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

 
図表 3-35【企業規模：小】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

68.1%

39.1%

24.7%

6.4%

10.6%

8.7%

10.6%

9.0%

11.9%

7.4%

19.6%

15.5%

16.0%

29.7%

5.7%

9.6%

4.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
9
4
)

(
n
=
5
1
1)

(
n
=
2
1
9
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない

57.7%

34.5%

22.6%

3.8%

7.1%

3.6%

7.7%

6.7%

19.2%

15.1%

13.9%

7.7%

23.1%

31.4%

3.8%

13.4%

24.8%
3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
6
)

(
n
=
2
3
8)

(
n
=
1
3
7
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-36【全規模】「問 12-1 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 
 

図表 3-37【企業規模：大】「問 12-1 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

 

64.0%

76.8%

86.7%

7.9% 7.4%

6.5%

11.8%

7.0%

0.2%

0.4%

0.5%

0.7%

1.0%

2.0%

2.5%

4.4%

4.7%

3.2%

3.9%

2.0%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
0
3
)

(
n
=
1
0
4
1
)

(
n
=
4
4
3
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない

56.3%

71.4%

73.8%

10.0% 10.0%

10.6%

9.5%

13.8%

7.1%

7.1%
1.2%

0.7%

1.3%

4.8%

6.7%
3.5%

3.6%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
8
0
)

(
n
=
2
8
3
)

(
n
=
8
4
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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図表 3-38【企業規模：中】「問 12-1 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 

 
図表 3-39【企業規模：小】「問 12-1 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

66.3%

76.7%

86.0%

1.0%

7.4%

2.3%

5.3%

6.0%

11.6%

8.1%

0.6%

1.1%

1.4%

3.2%

3.5%

5.9%

2.7%

4.2%

1.8%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
9
5
)

(
n
=
5
1
9
)

(
n
=
2
2
2
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない

76.9%

83.1%

95.6%

7.7%

0.4%
1.3%

1.5%

3.9%

3.8%

3.0%

7.7%

1.5%

4.3%
3.9%

1.5%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に見直しを行う仕組みを作っている

必要性が生じたときに見直しを行っている

見直しを行っていない

(
n
=
2
6
)

(
n
=
2
3
1
)

(
n
=
1
3
7
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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（２）「秘密保持契約及び競業避止義務契約」に関する分析 
①「秘密保持契約の締結状況」と「業種」の関係 

 

 図表 3－40～42 は、「秘密保持契約の締結状況（問 6）」と業種の関係を示したものである。こ

れらの図表によると、大分類レベルでは、「情報通信業」、「金融業・保険業」において、秘密保持

契約を締結している割合が大きくなっている。また、製造業の中分類レベルでは、「化学」、「電気、

情報通信機械、電子部品」が大きく、主力商品別で見ると、「素材」および「最終製品」が大きく

なっている。 

 なお、データの利用に当たっては、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「教育、学習支援業」、「不

動産業、物品賃貸業」（以上大分類）、「家具・装備品」、「ゴム製品」、「パルプ・紙・紙加工」、「窒

業・土石製品」、「非鉄金属」（以上製造業中分類）など回答数が少ない業種があることに留意いた

だきたい。 
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図表 3-40「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」×「問 33 主要業種」 
 

 
38.9%

52.7%

50.0%

93.5%

32.3%

58.9%

60.3%

89.5%

71.4%

76.6%

54.0%

29.6%

52.2%

47.1%

65.8%

60.3%

51.8%

61.1%

47.3%

50.0%

6.5%

67.7%

41.1%

39.7%

10.5%

28.6%

23.4%

46.0%

70.4%

47.8%

52.9%

34.2%

39.7%

48.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業､保険業

不動産業､物品賃貸業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

宿泊業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

教育､学習支援業

医療､福祉

ｻｰﾋﾞｽ業

その他

(
n
=
1
1
3
)

(
n
=
1
1
0
7
)

(
n
=
8
)

(
n
=
6
2
)

(
n
=
1
6
1
)

(
n
=
1
2
4
)

(
n
=
2
7
7
)

(
n
=
8
6
)

(
n
=
2
1
)

(
n
=
7
7
)

(
n
=
5
0
)

(
n
=
7
1
)

(
n
=
4
6
)

(
n
=
1
7
)

(
n
=
2
8
1
)

(
n
=
3
2
5
)

(
n
=
1
1
4
)

締結している 締結していない
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図表 3-41「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」×「問 34 製造業:主要業種(中分類)」 

 

42.7%

22.2%

57.1%

58.3%

79.8%

39.2%

50.0%

45.8%

41.2%

45.8%

35.4%

67.5%

54.1%

47.2%

59.2%

57.3%

77.8%

42.9%

41.7%

20.2%

60.8%

50.0%

54.2%

58.8%

54.2%

64.6%

32.5%

45.9%

52.8%

40.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料品

繊維工業

家具･装備品

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品

化学

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

ｺﾞﾑ製品

窯業･土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

電気･情報通信機械･電子部品

はん用､生産･業務用機械

輸送用機械

その他の製造業

(
n
=
9
6
)

(
n
=
5
4
)

(
n
=
7
)

(
n
=
2
4
)

(
n
=
8
9
)

(
n
=
5
1
)

(
n
=
2
0
)

(
n
=
2
4
)

(
n
=
3
4
)

(
n
=
2
4
)

(
n
=
1
1
3
)

(
n
=
2
1
2
)

(
n
=
6
1
)

(
n
=
1
4
2
)

(
n
=
1
5
2
)

締結している 締結していない
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図表 3-42「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」×「問 35 製造業:主力商品」 

 

 

 

 

  

62.7%

47.5%

38.7%

60.0%

45.2%

37.3%
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40.0%
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②「競業避止義務契約の締結状況」と「業種」の関係 

 

 図表 3－43～45 は、「競業避止契約の締結状況(問 12)」と業種の関係を示したものである。競

業避止契約については、飛び抜けて締結している割合が高い業種はないものの、「専門･技術ｻｰﾋﾞ

ｽ業」などで、締結している割合が高い。また、製造業の中分類レベルでは、「化学」が比較的締

結している割合が高く、主力商品別で見ると、「素材」および「最終製品」が締結している割合が

高くなっている。 

なお、データの利用に当たっては、回答数が少ない業種があることに留意いただきたい。 
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図表 3-43「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」×「問 33 主要業種」 
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図表 3-44「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」×「問 34 製造業:主要業種(中分類)」 
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図表 3-45「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」×「問 35 製造業:主力商品」 
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③「秘密保持契約および競業避止義務契約の締結状況」と「営業秘密の管理に関して実施して

いる取組」の関係 

 

図表 3－46～53 は、「秘密保持契約および競業避止契約の締結状況（問 6、12）」と、「問 5 営
業秘密の管理に関して実施している取組」の関係を示したものである。これらの図表からは、企

業規模の影響を除いても、秘密保持契約または競業避止契約を締結している企業は、これらの契

約を締結していない企業と比較して様々な営業秘密管理の取組を行っている傾向にあるといえる。

特に、秘密保持契約の締結の有無の方が競業避止の締結の有無よりも、営業秘密に関する各種の

取組の有無との相関関係が強いといえる。 
 

図表 3-46【全規模】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」 

 
 
 
  

76.7%

39.3%

57.1%

37.1%

48.0%

21.9%

36.8%

40.1%

29.1%

5.3%

43.6%

18.5%

33.9%

17.4%

21.4%

9.0%

13.2%

20.9%

9.7%

17.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=1518) 締結している (n=978) 締結していない
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図表 3-47【企業規模：大】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」 

 
図表 3-48【企業規模：中】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」 

 
  

86.6%

55.3%

69.4%

53.6%

57.9%

34.5%

48.7%

45.7%

40.4%

4.5%

70.2%

39.7%

52.9%

36.4%

38.0%

28.1%

36.4%

30.6%

27.3%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=470) 締結している (n=121) 締結していない

76.3%

36.2%

53.4%

31.5%

46.6%

17.9%

34.1%

38.5%

26.1%

5.5%

48.5%

20.6%

31.4%

15.2%

19.3%

6.7%

12.3%

22.9%

9.3%

16.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=777) 締結している (n=462) 締結していない
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図表 3-49【企業規模：小】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」 

 
 
図表 3-50【全規模】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」 

 

59.8%

19.7%

46.2%

23.9%

34.5%

11.4%

23.5%

33.3%

17.0%

5.7%

28.9%

9.3%

31.0%

14.2%

18.1%

5.9%

7.0%

15.2%

4.7%

20.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=264) 締結している (n=387) 締結していない

78.5%

37.2%

56.3%

40.8%

52.7%

23.0%

39.5%

42.5%

29.5%

5.0%

60.3%

29.9%

46.0%

26.5%

34.1%

15.3%

24.7%

30.2%

19.6%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=478) 締結している (n=2039) 締結していない
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図表 3-51【企業規模：大】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」 

 
図表 3-52【企業規模：中】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」 

 
 
  

88.8%

56.2%

72.8%

56.2%

65.7%

36.7%

54.4%

50.9%

42.6%

1.2%

80.9%

50.9%

63.7%

47.9%

49.1%

30.9%

42.6%

39.3%

35.8%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=169) 締結している (n=430) 締結していない

77.0%

30.5%

48.1%

33.1%

48.1%

17.2%

34.7%

36.4%

25.5%

6.7%

63.6%

30.4%

44.1%

23.2%

33.7%

12.9%

23.9%

31.9%

18.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=239) 締結している (n=1016) 締結していない
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図表 3-53【企業規模：小】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」 

 

56.7%

13.4%

44.8%

31.3%

35.8%

10.4%

20.9%

41.8%

11.9%

9.0%

39.5%

13.6%

36.2%

16.3%

23.5%

7.9%

12.9%

20.2%

9.4%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=67) 締結している (n=583) 締結していない
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（３）「営業秘密の漏えい」についての分析 
①「過去 5年間での営業秘密の漏えい」と「企業規模(従業員数、売上)」の関係 

 

以下の図表 3-54～55 は、「過去 5 年間での営業秘密の漏えい事例(問 24)」と「企業規模(従業

員数、売上)（問 37、38）」の関係を示したものである。これらの図表からは、規模の大きい企業

は小さい企業に比べて、営業秘密の漏えいを経験している割合が高いといえるものの、従業員が

3000 人以下の企業では漏洩を経験している割合の差はそれほど大きくない。 

図表 3-54「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 37 従業員数」 

0.6%

1.8%

0.6%
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4.8%

70.7%

16.8%

0.6%

2.5%

0.3%
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13.5%

0.7%
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1.0%

2.1%
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14.9%

0.3%
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1.7%
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70.8%

16.9%
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3.6%

1.0%

2.9%

2.2%

6.8%

64.6%

20.6%

5.0%

10.3%

2.5%

5.0%

7.0%

10.7%

49.2%

18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=167) 0～30人 (n=675) 31～100人 (n=713) 101人～300人 (n=746) 301～1,000人 (n=412) 1,001人～3,000人 (n=242) 3001人以上
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図表 3-55「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 38 売上高(2011 年度末)」 
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5.4%

9.8%

6.5%

48.9%

16.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=958) 10億円以下 (n=879) 10億円超～100億円以下 (n=757) 100億円超～1,000億円以下

(n=223) 1,000億円超～5,000億円以下 (n=92) 5,000億円超
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②「過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」と「営業秘密の取り扱いと運用状況」の関係 

 

図表 3－56～67 は、「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」と「営業秘密の取り扱いと

運用状況（問 1、2、3）」の関係を示したものである。 

図表 3－60～63 からは、営業秘密の管理ルールの運用を徹底している企業は、そうでない企業

に比べて漏えい事例がない割合が高くなっているといえる。その他の図表からは、「問 24 過去 5

年間での営業秘密の漏えい事例」と「営業秘密の取り扱い（問 1、3）」の強い相関関係は見られ

ない。 

 

図表 3-56【全規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

        「問 1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け」 

 
 

  

2.2%

4.1%

1.4%

2.9%

3.9%

7.3%

68.5%

13.6%

0.9%

3.6%

1.1%

2.7%

2.1%

6.6%

69.0%

16.2%

0.3%

2.1%

0.5%

1.7%

1.1%

5.3%

73.6%

16.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=727) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=1028) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=1047) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-57【企業規模：大】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

        「問 1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け」 
 

 
 

  

4.6%

7.7%

2.2%

4.6%

6.2%

8.0%

58.5%

15.4%

0.7%

5.1%

0.7%

2.9%

2.2%

8.7%

62.3%

19.6%

0.6%

4.6%

1.1%

2.3%

1.1%

8.0%

56.3%

28.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=325) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=138) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=174) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-58【企業規模：中】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

        「問 1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け」 

 
 
 

  

0.3%

0.9%

0.9%

1.3%

2.2%

5.3%

78.8%

11.9%

1.1%

3.7%

1.3%

2.4%

1.8%

7.0%

69.4%

16.2%

0.0%

1.4%

0.6%

1.7%

1.2%

5.0%

75.2%

15.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=320) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=543) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=516) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-59【企業規模：小】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

        「問 1 営業秘密とそれ以外の情報の区分と秘密性ﾚﾍﾞﾙに応じた格付け」 

 
  

0.0%

2.7%

0.0%

2.7%

1.4%

10.8%

68.9%

13.5%

0.6%

2.9%

0.9%

3.2%

2.6%

5.2%

70.7%

15.1%

0.6%

2.0%

0.0%

1.4%

0.8%

4.5%

79.6%

11.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=74) 営業秘密とそれ以外の情報を区分､秘密性ﾚﾍﾞﾙも区分 (n=345) 営業秘密とそれ以外の情報の区分のみ行っている

(n=353) 営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない
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図表 3-60【全規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

               「問 2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用」 

 
 

  

1.4%

3.5%

0.5%

3.0%

2.8%

5.8%

76.4%

9.3%

1.2%

3.5%

1.3%

1.7%

2.4%

6.6%

68.7%

16.7%

2.7%

5.4%

2.3%

6.6%

4.3%

9.7%

56.8%

19.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=432) 全社において徹底して運用されていると思う (n=1032) ある程度厳密に運用されているように思う

(n=257) あまり厳密に運用されていないように思う
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図表 3-61【大規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

                 「問 2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用」 

 
 

  

3.8%

8.3%

1.5%

5.3%

6.8%

8.3%

64.4%

7.6%

2.8%

5.7%

1.4%

2.1%

3.5%

8.5%

61.3%

18.8%

6.5%

8.7%

4.3%

13.0%

6.5%

6.5%

37.0%

30.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=132) 全社において徹底して運用されていると思う (n=282) ある程度厳密に運用されているように思う

(n=46) あまり厳密に運用されていないように思う
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図表 3-62【中規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

                  「問 2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用」  

 

0.5%

1.8%

0.0%

1.8%

0.9%

5.0%

82.0%

9.0%

0.4%

2.8%

1.2%

1.6%

1.6%

5.6%

72.0%

16.2%

3.2%

4.0%

3.2%

3.2%

5.6%

12.0%

60.0%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=222) 全社において徹底して運用されていると思う (n=500) ある程度厳密に運用されているように思う

(n=125) あまり厳密に運用されていないように思う
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図表 3-63【小規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

                  「問 2 営業秘密の管理ﾙｰﾙの運用」  

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

1.3%

3.9%

80.3%

13.2%

0.8%

2.5%

1.2%

1.7%

2.9%

5.8%

70.7%

15.3%

0.0%

5.8%

0.0%

8.1%

1.2%

8.1%

62.8%

15.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=76) 全社において徹底して運用されていると思う (n=242) ある程度厳密に運用されているように思う

(n=86) あまり厳密に運用されていないように思う
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図表 3-64【全規模】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

               「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 
 
 
 

  

2.5%

4.9%

1.0%

1.5%

4.9%

6.4%

73.4%

9.4%

1.5%

4.1%

1.5%

2.8%

2.5%

7.4%

69.3%

14.2%

0.7%

2.5%

0.7%

3.6%

2.5%

6.3%

66.4%

19.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=203) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=1041) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=443) 見直しを行っていない
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図表 3-65【企業規模：大】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

               「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 
 

  

6.3%

10.1%

1.3%

3.8%

10.1%

6.3%

63.3%

8.9%

2.5%

6.4%

2.5%

3.9%

3.2%

10.6%

61.3%

14.9%

3.6%

4.8%

0.0%

4.8%

4.8%

3.6%

54.8%

27.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=79) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=282) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=84) 見直しを行っていない
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図表 3-66【企業規模：中】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

               「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

 
 

  

0.0%

2.1%

1.1%

0.0%

1.1%

4.2%

81.1%

10.5%

1.4%

3.3%

1.4%

2.1%

1.9%

6.2%

73.0%

14.1%

0.0%

1.8%

0.9%

2.7%

2.7%

8.1%

68.8%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=95) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=518) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=221) 見直しを行っていない
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図表 3-67【企業規模：小】「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」× 

               「問 3 営業秘密の区分と格付けの見直しについて」 

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.8%

11.5%

76.9%

7.7%

0.9%

3.4%

0.9%

3.0%

3.0%

6.0%

70.5%

13.7%

0.0%

2.2%

0.7%

4.3%

0.7%

5.1%

69.6%

18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=26) 定期的に見直しを行う仕組みを作っている (n=234) 必要性が生じたときに見直しを行っている (n=138) 見直しを行っていない
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③「過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」と「営業秘密管理に関する取組」の関係 

 
図表 3-68～83 は、「問 24 過去 5 年間での営業秘密の漏えい事例」と「営業秘密管理の各種取

組(問 5、6、10、12)」の関係を示したものである。これらの図表によると、営業秘密管理の取組

が充実している企業はそうでない企業と比べて、漏えい事例が起こっている割合が高く、やや違

和感がある結果となっているといえる。漏えい事例が起こったために営業秘密管理の取組を強化

していることや重要情報を有しているために秘密管理の取組を積極的に行っているがそれでも漏

洩してしまっていることなどの理由が推測される。 
 

図表 3-68【全規模】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

72.4%

42.4%

55.9%

40.0%

50.0%

24.7%

35.9%

40.6%

31.2%

2.9%

67.2%

32.8%

50.3%

33.3%

42.9%

16.9%

25.4%

40.7%

24.9%

7.3%

62.6%

31.0%

49.2%

29.3%

38.3%

17.2%

28.7%

32.6%

22.2%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=170) 明らかにあり (n=177) おそらく有り (n=1782) ない
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図表 3-69【企業規模：大】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
 
  

93.0%

66.2%

76.1%

57.7%

78.9%

43.7%

59.2%

54.9%

53.5%

0.0%

85.7%

57.1%

71.4%

57.1%

60.7%

23.2%

41.1%

48.2%

44.6%

3.6%

82.3%

53.5%

65.9%

51.0%

53.5%

34.1%

47.9%

42.3%

38.0%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=71) 明らかにあり (n=56) おそらく有り (n=355) ない
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図表 3-70【企業規模：中】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

72.6%

27.4%

43.5%

27.4%

35.5%

14.5%

24.2%

32.3%

16.1%

4.8%

68.4%

25.0%

42.1%

25.0%

38.2%

15.8%

17.1%

36.8%

17.1%

6.6%

65.8%

31.5%

47.9%

26.7%

39.0%

15.3%

29.2%

34.3%

22.6%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=62) 明らかにあり (n=76) おそらく有り (n=929) ない
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図表 3-71【企業規模：小】「問 5 営業秘密の管理に関して実施している取組」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
32.4%

21.6%

37.8%

27.0%

18.9%

5.4%

10.8%

27.0%

13.5%

5.4%

39.5%

11.6%

34.9%

14.0%

25.6%

9.3%

16.3%

34.9%

9.3%

14.0%

42.0%

13.7%

39.8%

19.1%

25.4%

8.8%

14.1%

21.9%

10.0%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

未然に防ぐための管理方針等を整備している

営業秘密の管理について所管する部署を設置している

営業秘密の管理に関する責任者を設置している

営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している

漏えい防止のための教育を実施し､管理方針等を周知徹底

日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

漏えい防止の観点から､定期的な監査や調査を実施している

懲戒処分基準を設け､その内容を従業員に周知している

漏えいした場合の事後対応体制を整備している

その他

(n=37) 明らかにあり (n=43) おそらく有り (n=488) ない
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図表 3-72【全規模】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
図表 3-73【企業規模：大】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 
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45.7%
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6.2%

2.0%

0.9%

1.8%

0.5%

1.0%
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3.4%
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4.4%

1.7%

2.1%

2.9%

45.9%

39.7%

54.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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おそらく有り

ない

(
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9
4
)

(
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=
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0
5
)

(
n
=
2
0
7
8
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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21.3%
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8.2%

6.5%
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1.6%
55.7%
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明らかにあり

おそらく有り

ない

(
n
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9
)

(
n
=
6
1
)

(
n
=
3
8
3
)

締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない
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図表 3-74【企業規模：中】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
図表 3-75【企業規模：小】「問 6 秘密保持契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

31.0%

30.0%

42.0%
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5.6%

8.3%

7.0%

6.7%

0.9%

1.5%

1.1%

1.4%
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2.2%
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2.2%

1.4%

52.2%

43.1%

50.7%
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ない

(
n
=
7
1
)

(
n
=
9
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(
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1
0
6
2
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締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない

54.5%
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1.9%
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25.0%
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(
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締結していない 締結している:在職中のみ 締結している:退職後1年未満 締結している:退職後1～2年未満

締結している:退職後2～3年未満 締結している:退職後3年以上 締結している:期間の定め無し わからない



139 
 

 
図表 3-76【全規模】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 
 

図表 3-77【企業規模：大】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 
 
 
 
  

43.1%

35.3%

37.2%

6.2%

8.3%

6.4%

9.2%

11.8%

7.0%

14.4%

18.6%

12.1%

18.5%

18.6%

23.1%

8.7%

7.4%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかにあり

おそらく有り

ない
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=1
9
5
)

(
n
=
2
04
)

(
n
=
2
0
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)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない

68.4%

47.5%

57.3%

7.6%

11.5%

8.3%

7.6%

21.3%

8.3%

7.6%

14.8%

9.9%

7.6%

4.9%

14.9%

1.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかにあり

おそらく有り

ない
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=
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9
)

(
n
=
6
1
)

(
n
=
3
7
5
)

ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-78【企業規模：中】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 
 

図表 3-79【企業規模：小】「問 10 取引先企業と秘密保持契約を締結している割合」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 
 
 
 
  

26.8%

29.5%

36.6%

5.6%

9.1%

7.6%

11.3%

10.2%

8.1%

22.5%

27.3%

13.9%

23.9%

17.0%

23.2%

9.9%

6.8%

10.5%
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おそらく有り

ない

(
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=
7
1
)

(
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=
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)

(
n
=
1
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ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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ほとんど全ての企業と締結している 3分の2程度の企業と締結している 半分程度の企業と締結している

3分の1程度の企業と締結している ほとんどの企業と締結していない 全く締結していない
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図表 3-80【全規模】「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
図表 3-81【企業規模：大】「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 
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締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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図表 3-82【企業規模：中】「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

 
図表 3-83【企業規模：小】「問 12 競業避止義務契約の締結:従業員」× 

               「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」 

 

  

74.6%

68.9%

83.1%

2.2%

7.0%

8.9%

12.7%

7.8%

5.6%

8.9%

5.7%

0.3%

2.2%

1.3%

2.4%
4.0%

1.1%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかにあり

おそらく有り

ない

(
n
=
7
1
)

(
n
=
9
0
)

(
n
=
1
0
6
2
)

締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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締結していない 締結している:退職後半年未満 締結している:退職後半年～1年未満

締結している:退職後1～2年未満 締結している:退職後2年以上 締結している:期間の定め無し

わからない
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④「過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」と「企業属性」の関係 

 
図表 3-84～87 は、「問 24 過去 5 年間での営業秘密の漏えい事例」と企業属性の関係を示した

ものである。これらの図表によると、3,001 人以上の企業では、それ以下の従業員数の企業より

も、情報漏えいが起こっている企業の割合が高くなっていることがわかる。一方で、業種別では

サンプルが少ない業種も多く明確な差異は認められないが、主力商品別で見ると「素材」および

「最終製品」メーカーはその他企業に比べて漏えい事例が起こっている割合が高いことがわかる。 

 

図表 3-84「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 37 従業員数」 
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図表 3-85「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 33 主要業種」 
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図表 3-86「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 34 製造業:主要業種(中分類)」 
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図表 3-87「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 35 製造業:主力商品」 
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明らかにあり おそらく有り ない
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⑤「営業秘密の漏えい先」と「企業規模(従業員数、売上)」の関係 

 

図表 3-88・89 は、「営業秘密の漏えい先(問 29)」と「企業規模(従業員数、売上)（問 37、38）」

の関係を示したものである。回答企業数が限られているため断定は難しいものの、規模の小さい

企業は大きい企業と比べて国内の競業他社への漏えいが多く、規模の大きい企業の方が外国の競

業他社への漏えいが多くなっているといえる。(この傾向は特に売上高において顕著である)  

 

図表 3-88「問 29 営業秘密の漏えい先」×「問 37 従業員数」 

  

63.6%

0.0%

0.0%

0.0%

18.2%

69.0%

6.9%

0.0%

3.4%

6.9%

53.1%

15.6%

12.5%

3.1%

18.8%

48.6%

22.9%

0.0%

2.9%

11.4%

34.4%

18.8%

18.8%

0.0%

25.0%

30.4%

10.9%

21.7%

8.7%

23.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の競業他社

国内の競業他社以外の企業

外国の競業他社

外国の競業他社以外の企業

わからない

(n=11) 0～30人 (n=29) 31～100人 (n=32) 101人～300人 (n=35) 301～1,000人 (n=32) 1,001人～3,000人 (n=46) 3001人以上
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図表 3-89「問 29 営業秘密の漏えい先」×「問 38 売上高(2011 年度末)」 

 

 

 

  

63.0%

2.2%

0.0%

2.2%

13.0%

19.6%

53.3%

17.8%

8.9%

2.2%

11.1%

13.3%

42.9%

21.4%

11.9%

2.4%

14.3%

23.8%

42.9%

17.9%

14.3%

3.6%

28.6%

10.7%

9.5%

9.5%

33.3%

14.3%

33.3%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の競業他社

国内の競業他社以外の企業

外国の競業他社

外国の競業他社以外の企業

わからない

その他

(n=46) 10億円以下 (n=45) 10億円超～100億円以下 (n=42) 100億円超～1,000億円以下

(n=28) 1,000億円超～5,000億円以下 (n=21) 5,000億円超
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⑥「営業秘密の漏えいによる損害」と「企業規模(従業員数、売上)」の関係 

図表 3-90～93 は、「営業秘密の漏えいによる損害(問 31)」と「企業規模(従業員数、売上)（問

37、38）」の関係を示したものである。従業員数で見ると、損害金額が 1億円以上の漏えいのほと

んどは、従業員数 301 人以上の企業で起こっていることがわかる。一方、売上高で見ると、売上

高が 100 億円未満の企業においても、数億円規模あるいは数十億円規模の漏えいが起こっている

ことが確認された。 

(ただし、この結果はあくまで「回答者の認識」であり、実際の損害金額とのずれがある可能性が

あることに注意が必要である) 

図表 3-90「問 31 営業秘密の漏えいによる損害」×「問 37 従業員数」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-91【参考】「問 31 営業秘密の漏えいによる損害」×「問 37 従業員数」(件数ベース) 
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図表 3-92「問 31 営業秘密の漏えいによる損害」×「問 38 売上高(2011 年度末)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-93【参考】「問 31 営業秘密の漏えいによる損害」× 

      「問 38 売上高(2011 年度末)」(件数ベース) 
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⑦「情報漏えいの状況」と、「退職者の再就職先の把握の有無」の関係 

図表 3-94～101 は、「退職者の再就職先の把握の有無(問 18)」と、「情報漏えいの状況（問 24～
30、32）」の関係を見たものである。 
図表 3-91 を見ると、退職者の再就職先の把握を行っている企業はそうでない企業に比べて、中

途退職者（役員）による漏えい」および「定年退職者による漏えい」と回答する割合が高くなっ

ており、退職者の再就職先の把握は、中途退職者および定年退職者からの漏えい事例の発見に一

定の効果がある可能性がある。 
 
図表 3-94「問 24 過去 5年間での営業秘密の漏えい事例」×「問 18 退職者の再就職先の把握」 

 

2.2%

4.4%

1.2%

3.6%

3.3%

8.3%

69.6%

11.8%

0.6%

2.6%

0.8%

1.9%

1.7%

5.6%

70.5%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が複数回あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が複数回あった

明らかに技術に関する情報の漏えい事例が1度あった

明らかに情報(技術除く)の漏えい事例が1度あった

おそらく技術に関する情報流出があった

おそらく情報(技術除く)の流出があった

情報の漏えい事例はない

わからない

(n=769) 把握している (n=2176) 把握していない
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図表 3-95「問 25 営業秘密の漏えい者」×「問 18 退職者の再就職先の把握」 

 
図表 3-96「問 26 営業秘密の漏えいを認識したきっかけ」×「問 18 退職者の再就職先の把握」 

 
 

2.7%

6.7%

28.0%

10.7%

50.7%

5.3%

2.7%

13.3%

9.3%

5.3%

2.7%

5.3%

5.1%

12.8%
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3.4%

50.4%

6.0%

1.7%

1.7%

9.4%

6.0%

2.6%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外部からの侵入に起因する漏えい

金銭目的等の動機をもった現職従業員等による漏えい

現職従業員等のﾐｽによる漏えい

中途退職者(役員)による漏えい

中途退職者(正規社員)による漏えい

契約満了後又は中途退職した契約社員による漏えい

契約満了後又は中途退職した派遣社員による漏えい

定年退職者による漏えい

取引先や共同研究先を経由した漏えい

取引先からの要請を受けての漏えい

わからない

その他

(n=75) 把握している (n=117) 把握していない

13.3%

24.0%

16.0%

4.0%

22.7%

13.3%

32.0%

1.3%

16.0%

16.4%

16.4%

8.6%

0.0%

31.0%

12.1%

41.4%

4.3%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社しか知り得ない情報が掲載されているのを発見した

貴社しか知り得ない情報を他社が使用しているのを発見した

貴社製品の類似品が市場に出回った

競業他社の研究開発のｽﾋﾟｰﾄﾞが速まった

第三者から漏えいしているのではないかと指摘を受けた

ﾊﾟｿｺﾝのﾛｸﾞ等の記録により流出したことが発覚した

役員･従業員等からの報告があった

特に根拠はない

その他

(n=75) 把握している (n=116) 把握していない
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図表 3-97「問 27 営業秘密の侵害行為の行為者･企業に対する対応」× 

               「問 18 退職者の再就職先の把握」 

 

 
図表 3-98「問 28 流出した情報の種類」×「問 18 退職者の再就職先の把握」 
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28.0%
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24.6%

0.0%

8.8%
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事実関係の調査を行った

警告文書を送付した

民事訴訟を提起した
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懲戒解雇とした

懲戒処分とした

何らかの対応をとったが詳細は不明

何もしなかった

わからない

その他

(n=75) 把握している (n=114) 把握していない
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13.2%

14.5%

7.9%

7.9%

26.3%

21.1%

72.4%

22.0%

8.5%

13.6%

2.5%
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22.0%
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65.3%
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製造に関するﾉｳﾊｳ

生産ﾌﾟﾛｾｽ等の工程

製品･部品･金型等の設計図

工場ﾚｲｱｳﾄ

成分情報

経営戦略に関する情報

ｻｰﾋﾞｽ提供のﾉｳﾊｳ

顧客情報､個人情報

(n=76) 把握している (n=118) 把握していない
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図表 3-99「問 29 営業秘密の漏えい先」×「問 18 退職者の再就職先の把握」 

 

 

図表 3-100「問 30 営業秘密漏えいの再発防止策として強化･新たに導入したこと」× 

                      「問 18 退職者の再就職先の把握」 
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23.2%

16.1%
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国内の競業他社以外の企業

外国の競業他社

外国の競業他社以外の企業

わからない

その他

(n=72) 把握している (n=112) 把握していない
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34.2%

12.3%

32.9%
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0.0%
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22.3%

26.8%
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16.1%
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24.1%
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42.0%

6.3%

17.9%

15.2%

7.1%

19.6%

2.7%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めた

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行った

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行った

競業避止義務契約を締結するようになった

秘密保持契約を締結するようになった

技術系人材の待遇を改善した

情報の管理方針等を整備した

情報に関する責任者の存在とその権限を明確化した

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行った

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施した

情報に関する内部監査を実施した

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をした

ﾉｳﾊｳの可視化を行った

特に何もしていない

わからない

その他

(n=73) 把握している (n=112) 把握していない
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図表 3-101「問 32 営業秘密の漏えいが起こっていない要因」× 

               「問 18 退職者の再就職先の把握」 
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技術をﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ化し､個々で活用できないようにした

知的財産権を取得するよう努めていること

ﾃﾞｰﾀ等の暗号化･ｱｸｾｽ制限を行ったこと

ﾃﾞｰﾀ等の持ち出し制限を行ったこと

競業避止義務契約を締結していること

秘密保持契約を締結していること

技術系人材の待遇を改善したこと

情報の管理方針等を整備していること

情報管理の責任者の存在とその権限の明確化したこと

営業秘密侵害防止の教育､管理方針等の周知徹底を行っている

相談窓口の設置など日常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施している

情報管理に関する内部監査を実施していること

営業秘密流出発生後の対応体制の整備をしていること

特に何もしていない

わからない

その他

(n=473) 把握している (n=1323) 把握していない
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（４）「競業他社からの引き抜き」についての分析 
①「競業他社からの引き抜き」と「企業規模(従業員数、売上)」の関係 

 
図表 3-102～107 は、「競業他社からの引き抜き(問 23)」と「企業規模(従業員数、売上)（問 37、

38）」の関係を示したものである。これらの図表からは、規模の大きい企業は小さい企業に比べて、

引き抜きを経験している割合が概ね高いといえる。一方で、「技術系の一般職員の引き抜き」につ

いては、規模の小さい企業でも多く発生しており、規模の大きい企業はその大きさのために隅々

まで目が行き届きにくいためか、「わからない」との回答も多い。 

図表 3-102「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 37 従業員数」 
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25.9%

48.0%

17.4%

11.6%

14.5%

13.2%

0.8%

0.0%

3.3%

3.3%

15.3%

51.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術系の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系以外の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系の一般職員が個別に引き抜かれた

技術系以外の一般職員が個別に引き抜かれた

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系以外)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系以外)

引き抜きが行われたことはない

わからない

(n=168) 0～30人 (n=669) 31～100人 (n=714) 101人～300人 (n=743) 301～1,000人 (n=410) 1,001人～3,000人 (n=242) 3001人以上
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図表 3-103「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 38 売上高(2011 年度末)」 
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10.8%

1.1%

0.0%

2.2%

1.1%

12.9%

62.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術系の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系以外の役員･管理職が個別に引き抜かれた

技術系の一般職員が個別に引き抜かれた

技術系以外の一般職員が個別に引き抜かれた

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑごと引き抜かれた(技術系以外)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系)

早期勧奨退職者が特定競業他社に雇用(技術系以外)

引き抜きが行われたことはない

わからない

(n=954) 10億円以下 (n=878) 10億円超～100億円以下 (n=752) 100億円超～1,000億円以下

(n=223) 1,000億円超～5,000億円以下 (n=93) 5,000億円超
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②「競業他社からの引き抜き」と「業種」の関係 

 
図表 3-104「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 37 従業員数」 
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図表 3-105「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 33 主要業種」 
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図表 3-106「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 34 製造業:主要業種(中分類)」 
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図表 3-107「問 23 競業他社からの引き抜きについて」×「問 34 製造業:主要業種(中分類)」 
 

 

  

29.2%

21.1%

19.4%

33.1%

17.9%

70.8%

78.9%

80.6%

66.9%

82.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

素材

部品

賃加工

最終製品

その他

(
n
=
7
2
)

(
n
=
2
1
3
)

(
n
=
1
4
4
)

(
n
=
3
0
5
)

(
n
=
2
8
)

有 無



162 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．アンケート調査票 
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ここからが調査票です 

（別途の回答用紙はございませんので、回答は調査票に直接記入してください） 

 

Ⅰ．営業秘密の管理についてお伺いします 

 
問１．貴社の保有する情報について、営業秘密とそれ以外の情報とを区分していますか。また、営業秘密をそ

の秘密性のレベルに応じて格付け（「極秘」、「秘」など）していますか。該当する選択肢の番号１つに○

を付けてください。 

１．営業秘密とそれ以外の情報とを区分しており、営業秘密に関してはさらに秘密性のレベルに 

応じて区分している 

２．営業秘密とそれ以外の情報とを区分しているが、秘密性のレベルに応じた区分はしていない 

３．営業秘密とそれ以外の情報とを区分していない 

４．わからない 

 
【以下の問２～問４は、前問で選択肢１または２に○を付けた方のみご回答ください】 

問２．貴社の保有する営業秘密について、社内規程上で定めた管理ルールはどの程度厳密に運用されていると 

お考えですか。(１つに○) 

１． 全社において徹底して運用されていると思う 

２． ある程度厳密に運用されているように思う（部署によって事情が異なる場合も含む） 

３． あまり厳密に運用されていないように思う 

４． わからない 

 

問３．問１で回答した営業秘密とそれ以外の情報の区分の基準および、営業秘密の格付けの基準について、見 

直しを行っていますか。見直しを行っている場合には、その頻度もお答えください（１つに○） 

１．定期的に見直しを行う仕組みを作っている  → （     ）年に１度程度 
２．必要性が生じたときに見直しを行っている 
３．見直しを行っていない 
４．わからない 
５．その他（                             ） 

 
問４．本来であれば営業秘密として管理する必要があると思われる貴社の保有する情報のうち、現状で営業秘

密として区分されている情報はどの程度だと思われますか。（１つに○） 

１．ほぼすべての情報 
２．３分の２程度の情報 
３．半分程度の情報 

４．３分の１程度の情報 
５．ごくわずかの情報 
６．わからない 

 

問２へ 

問５へ 
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【以下の問５は、全ての方がご回答ください】 

問５．問１でお尋ねした情報の格付け等以外にも、営業秘密の管理に関して実施している取組はありますか。

以下に挙げた取組のなかで貴社が実施しているもの全てに○をお付けください。  

１．営業秘密の漏えいを未然に防ぐための管理方針等（基本方針、規程等）を整備している 
２．営業秘密の管理について所管する部署を設置している 
３．営業秘密の管理に関する責任者を設置している 
４．営業秘密の管理に関する責任者の権限を明確化している 
５．営業秘密の漏えいを防止するための教育を実施し、管理方針等を周知徹底している 
６．日常的なモニタリングを実施している（法令に抵触するか否かを従業員等（派遣社員含む）が事前に相談できる

体制（相談窓口等）の整備） 
７．営業秘密の漏えい防止の観点から、定期的な監査や調査を実施している 
８．営業秘密管理に関する一貫した懲戒処分基準をあらかじめ設け、その内容を従業員に周知している 
９．営業秘密が漏えいした場合の対応プロセスや対応責任者を事前に定めるなど、事後対応体制を整備している 
１０．その他（                                          ） 
 
Ⅱ．役員・従業員との秘密保持契約についてお伺いします 

 
問６．就業規則以外に役員・従業員と秘密保持契約（それに準じるような誓約書を含む）を締結していますか。 

締結している場合は、秘密保持の期間についてもお答えください。 

なお、就業規則のみで対応している場合は「１．締結していない」を選択ください。（各行の１～８の 

番号いずれか１つに○） 

 
締結して 
いない 

締結している 
わから

ない 
在職中 
のみ 

退職後 
１年未満 

１年～ 
２年未満 

２年～ 
３年未満 

３年以上 
期間の 
定め無し 

① 役員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

② 従業員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

 
【以下の問７～問８は、前問で役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を「締結している（選択肢

２～７）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問９にお進みください。】 

問７．役員または従業員との秘密保持契約における秘密事項は、どのようなレベルで特定されていますか。該

当するもの全てに○をお付けください。 

１．在職中に知りえた情報全般  
２．秘密情報の管理責任者から秘密情報として指定さ

れた情報 
３．対象を特定した情報（例：○○に関する情報） 
４．対象を具体的に特定した情報（例：○○の調合に

おける××と△△の割合に関する情報） 

５．対象を具体的に特定し、内容も具体的に特定した情報

（例：○○の調合における××と△△の割合が□：▽で

あること） 
６．わからない 
７．その他（                 ） 

 
問８．役員または従業員との秘密保持契約の締結のタイミングをお教えください(該当するもの全てに○)。 

１．入社時に個別契約を締結又は誓約書を提出させている 
２．プロジェクト毎に個別契約を締結又は誓約書を提出させている 
３．人事異動が行われる毎に個別契約を締結又は誓約書を提出させている 
４．特定の役職に昇進したときに個別契約を締結又は誓約書を提出させている 
５．退職時に個別契約を締結又は誓約書を提出させている 
６．わからない 
７．その他（                                      ） 
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【以下の問９は、問６で役員と従業員のどちらかまたは両方と秘密保持契約を「締結していない（選択肢１）」

と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 10 にお進みください。】 

問９．役員・従業員との秘密保持契約を締結していないのは、どのようなことが理由となっているからですか。

該当するもの全てに○をお付けください。 

１．契約の効果が不明瞭なため 
２．退職した役員・従業員の行動を把握することが困難なため 
３．人事に関する規則の変更が困難なため 
４．役員・従業員が有している秘密情報を特定することができないため 
５．就業規則で対応しているため 
６．特に理由はない 
７．その他（                                     ） 

 

Ⅲ．取引先企業との秘密保持契約についてお伺いします 

問 10．貴社では取引先企業のうちどの程度の割合の企業と秘密保持契約を締結していますか。 

（１つに○） 

１．ほとんど全ての企業と締結している 
２．３分の２程度の企業と締結している 
３．半分程度の企業と締結している 

４．３分の１程度の企業と締結している 
５．ほとんどの企業と締結していない 
６．全く締結していない 

 
【以下の問 11 は、前問で取引先企業と秘密保持契約を「ほとんどの企業と締結していない（選択肢５）」「全く

締結していない（選択肢６）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 12 にお進みください。】 

問 11．取引先企業との間で、秘密保持契約を締結していないのは、どのようなことが理由となっているからで

すか。（該当するもの全てに○） 

１．契約の効果が不明瞭なため 
２．取引先からの反発が強いため 
３．秘密情報を特定することができないため 
４．秘密情報をほとんど取り扱っていないため 
５．特に理由はない 
６．その他（                                      ） 

 

Ⅳ．役員・従業員との競業避止義務契約についてお伺いします 

 
問 12．役員・従業員と競業避止義務契約（それに準じるような誓約書を含む）を締結していますか。締結して

いる場合は、競業避止の期間についてもお答えください。 

なお、就業規則のみで対応している場合は「１．締結していない」を選択ください。（各行の１～７のい

ずれか１つに○） 

 
締結して 
いない 

締結している 
わから 
ない 

退職後 
半年未満 

半年～ 
１年未満 

１年～ 
２年未満 

２年以上 
期間の定め

無し 

① 役員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

② 従業員 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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【以下の問 13～問 16 は、前問で役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を「締結している（選

択肢２～６）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 17 にお進みください。】 

問 13．裁判において競業避止義務契約の有効性が認められるためには、当該契約によって役員・従業員が被る

であろう経済的な損失を補てんするだけの「代償措置」を講じていることが求められるケースがありま

す。貴社では、役員・従業員との競業避止義務契約において下記のような「代償措置」を講じています

か。（該当するもの全てに○） 

１．退職金の積み増しをしている 
２．在職中に秘密保持手当等を支給している 
３．その他の代償措置を講じている → 具体的に講じている措置（                    ）

４．代償措置を講じていない 
５．わからない 

 

問 14．役員・従業員との競業避止義務契約において競業の範囲をどの程度のレベルで制限されていますか。 

（該当するもの全てに○） 

１．地域を制限している 
２．職種を制限している 
３．業種又は特定の企業への就職を制限している 
４．期間、地域、職種等を限定せず、包括的に競業行為を制限している 
５．わからない 
６．その他（                                     ） 

 
問 15．競業避止義務に違反した役員・従業員に対してどのような対応をとりましたか。 

（該当するもの全てに○） 

１．違反者が現れたことはない 
２．違反者に対し警告を行った 
３．違反者が就職した企業に対し警告を行った 
４．民事訴訟の提起 

５．何も措置はとらなかった 
６．違反の事例を把握していない 
７．わからない 
８．その他（                 ） 

 
問 16．競業避止義務契約を実効性のあるものにするため、退職者が契約に違反して競業他社に再就職した際に、

退職給付を減額することを契約書上に明記しているケースも見受けられます。貴社ではこのような規定を

契約書上に設けていますか。（１つに○） 

１．既に導入している 
２．今後導入する予定である 
３．現在は検討中である 

４．検討したが、導入は見送った 
５．検討したこともない 
６．その他（                 ） 

 
【以下の問 17 は、問 12 で役員と従業員のどちらかまたは両方と競業避止義務契約を「締結していない（選択

肢１）」と回答した方のみご回答ください。それ以外の方は問 18 にお進みください。】 

問 17．役員又は従業員と競業避止義務契約を締結していないのは、どのようなことが理由となっているからで

すか。（該当するもの全てに○） 

１．契約の効果が不明瞭なため 
２．退職した役員・従業員の行動を把握することが困難なため 
３．人事に関する規則の変更が困難なため 
４．役員・従業員の職業選択を制限するため 
５．特に理由はない 
６．その他（                                    ） 
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Ⅴ．退職した役員・従業員の把握等についてお伺いします 

 

問 18．貴社では、退職者（雇用契約の期間が満了した者及び定年退職者を含む）の再就職先をどの程度把握し

ていますか。（1 つに○） 

１．ほぼ全ての役員・従業員の再就職先を把握している 
２．役員など相応の地位にある者の再就職先については把握している 
３．地位を問わず、特定の職種の役員・従業員については把握している 
４．ほとんどの役員・従業員の再就職先を把握していない 
５．わからない 
６．その他（                                ） 

 
【以下の問 19～問 22 は、前問で選択肢１～３を選択した方のみお答えください。それ以外の方は問 23 にお進

みください。】 

問 19．どのような方法で退職者（雇用契約の期間が満了した者及び定年退職者を含む）の再就職先の把握を行

っていますか。（該当するもの全てに○） 

１．退職時に退職者本人から再就職先を報告させている 
２．退職後に退職者本人から再就職先を報告させている 
３．退職者の上司または同僚を通して把握するようにしている 
４．特定の企業には自社の退職者が再就職した場合に連絡をもらうようにしている 
５．ＯＢ会等を活用して、再就職先を把握している 
６．その他（                                          ） 

 
問 20．営業秘密に接する機会のあった日本人の役員・正規社員（期間の定めがない従業員）及び外国人の役員・

正規社員が、中途退職後に競業関係にある外国企業に再就職する割合はどれくらいですか。（各行の１

～６のいずれか１つに○） 

 ほとんど 
いない 

１割 
程度 

３分の１ 
程度 

半分程度 
３分の２ 

以上 
わからない 

日本人 
①全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

②技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

外国人 
③全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
④技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 
問 21．営業秘密に接する機会のあった契約社員(期間の定めのある従業員)の再就職先として、競業関係にある

外国企業に再就職する割合はどれくらいですか。（各行の１～６のいずれか１つに○） 

 ほとんど 
いない 

１割 
程度 

３分の１ 
程度 

半分程度 
３分の２ 

以上 
わからない 

日本人 
①全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

②技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

外国人 
③全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

④技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

問 19 へ 

問 23 へ
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問 22．定年退職した従業員のうち、競業他社（国内外を問わない）に再就職する割合はどれくらいですか。（各

行の１～６のいずれか１つに○） 

 ほとんど 
いない 

１割 
程度 

３分の１ 
程度 半分程度 ３分の２ 

以上 わからない 

日本人 
①全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

②技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

外国人 
③全体 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
④技術系 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 
【以下の問 23 は、全ての方がお答えください。】 

問 23．貴社の役員・従業員に対し、競業他社から引き抜きなどが行われたことはありますか。 

（該当するもの全てに○） 

１．技術系の役員・管理職が個別に引き抜かれたことがある 
２．技術系以外の役員・管理職が個別に引き抜かれたことがある 
３．技術系の一般職員が個別に引き抜かれたことがある 
４．技術系以外の一般職員が個別に引き抜かれたことがある 
５．プロジェクトチームごと引き抜かれたことがある(技術系) 
６．プロジェクトチームごと引き抜かれたことがある(技術系以外) 
７．早期勧奨退職に応じた従業員の多くが特定の競業他社に雇用されたことがある(技術系) 
８．早期勧奨退職に応じた従業員の多くが特定の競業他社に雇用されたことがある(技術系以外) 
９．引き抜きが行われたことはない 
10．わからない 
11．その他（                                           ） 

 

Ⅵ．人材を通じた情報の漏えい事例についてお伺いします 
 
本項目における「情報の漏えい事例」は、漏えいした結果、貴社の事業に直接的、間接的に損害をもたらした

事例を指すこととします。また、故意、過失双方を含むものとし、例えば以下のようなものを想定しています。 

例 1 元従業員が顧客情報を競業他社となる再就職先で利用していた。 
例 2 従業員が設計図を複製したＵＳＢを競業他社に提供していた。 
例 3 新会社を設立し独立した元役員が、貴社が営業秘密として管理していたノウハウを用いて製品を製造してい

た。 
例 4 従業員が不注意で送信したメールのなかに営業秘密が含まれており、送信先企業において利用されてしまっ

た。 
例 5  従業員が取引企業から求められるまま、営業秘密として管理していた成分情報を提供してしまった。 

 

問 24．貴社において、過去 5 年間で営業秘密の漏えい事例（役員、従業員、転退職者、取引先、派遣社員等、

人を通じた漏えいに限る）はありましたか。（該当するもの全てに○） 

１．明らかに技術に関する情報の漏えい事例と思われる事象が複数回あった 
２．明らかに情報（技術に関するものを除く）の漏えい事例と思われる事象が複数回あった 
３．明らかに技術に関する情報の漏えい事例と思われる事象が１度あった 
４．明らかに情報（技術に関するものを除く）の漏えい事例と思われる事象が１度あった 
５．おそらく技術に関する情報流出ではないかと思われる事象があった 
６．おそらく情報（技術に関するものを除く）の流出ではないかと思われる事象があった 
７．情報の漏えい事例はない 
８．わからない 
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【以下の問 25～問 31 は、前問において選択肢１～４を選択した方のみご回答ください。選択肢７を選択した

方は問 32 へ、それ以外の方は問 33 へお進みください。】 

問 25．どのような立場の者によって、営業秘密の漏えい事例が発生しましたか。（該当するもの全てに○） 

１．外部（退職者を除く）からの侵入に起因する漏えい

（不正アクセス等含む） 
２．金銭目的等の具体的な動機をもった現職従業員等

（派遣社員含む）による漏えい 
３．現職従業員等（派遣社員含む）のミスによる漏えい

４．中途退職者（役員）による漏えい 
５．中途退職者（正規社員）による漏えい 

６．契約満了後又は中途退職した契約社員による漏えい 
７．契約満了後又は中途退職した派遣社員による漏えい 
８．定年退職者による漏えい 
９．取引先や共同研究先を経由した(第三者への)漏えい 
10．取引先からの要請を受けての漏えい 
11．わからない 
12．その他（                 ） 

 
問 26．どのようなことから漏えい事例を認識しましたか。（該当するもの全てに○） 

１．貴社しか知り得ない情報がインターネットや文献等に掲載されているのを発見した 
２．貴社しか知り得ない情報を他社が使用しているのを発見した 
３．貴社製品の類似品が市場に出回った 
４．競業他社の研究開発のスピードが速まった 
５．第三者から漏えいしているのではないかとの指摘を受けた 
６．パソコンのログ等の記録により流出したことが発覚した 
７．役員・従業員等からの報告があった 
８．特に根拠はない 
９．その他（                                           ） 

 
問 27．営業秘密の侵害行為を行った行為者・企業に対してどのような対応をとりましたか。（該当するもの全て

に○） 

１．事実関係の調査を行った 
２．警告文書を送付した 
３．民事訴訟を提起した 
４．刑事告訴した 
５．懲戒解雇とした 
６．懲戒処分（解雇以外）とした 

７．何らかの対応をとったが詳細は不明 
８．何もしなかった 
９．わからない 
10．その他（以下の自由記載欄に具体的な措置を記載 

ください） 
 

※「10.その他」を選択された場合、問 24 の選択肢１．２．で複数回経験されたとご回答した場合、１つの事

例で複数の対応をした場合、行為者と企業に対して別の対応を行った場合などは、可能な範囲でかまいません

ので、以下の自由記載欄にその対応をご記入ください。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

【自由記載欄】 
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問 28．人を通じて漏えいした営業秘密は、具体的にどのようなものでしたか。(有、無どちらかに○) また、 

流出したそれぞれの営業秘密は貴社の事業においてどの程度重要な情報でしたか。複数流出している場 

合は、最も重要な情報について記載してください。(１～４のいずれか１つに○) 

 
流出の有無

 流出した情報の重要性 

非常に重要 重要 
あまり重要で

ない 
わからない

① 製造に関するノウハウ 有  無 → １ ２ ３ ４ 

② 生産プロセス等の工程 有  無 → １ ２ ３ ４ 

③ 製品・部品・金型等の設計図 有  無 → １ ２ ３ ４ 

④ 工場レイアウト 有  無 → １ ２ ３ ４ 

⑤ 成分情報 有  無 → １ ２ ３ ４ 

⑥ 経営戦略に関する情報 有  無 → １ ２ ３ ４ 

⑦ サービス提供のノウハウ 有  無 → １ ２ ３ ４ 

⑧ 顧客情報、個人情報 有  無 → １ ２ ３ ４ 
 

問 29．営業秘密は人を通じてどこに漏えいしましたか（したと思いますか）。（該当するもの全てに○） 

１．国内の競業他社 
２．国内の競業他社以外の企業 
３．外国の競業他社（国名       ） 

４．外国の競業他社以外の企業（国名       ） 
５．わからない 
６．その他（                 ） 

 
問 30．人を通じた営業秘密の漏えいが生じた後に、その再発を防止する対策として強化したこと又は新たに導

入したことはありますか。(該当するもの全てに○) 

１．技術をブラックボックス化し、個々の技術系人材が

保有している技術だけでは活用できないようにし

た 
２．知的財産権（特許権等）を取得するよう努めた 
３．データ等の暗号化・アクセス制限を行った 
４．データ等の持ち出し制限を行った 
５．競業避止義務契約を締結するようになった 
６．秘密保持契約を締結するようになった 
７．技術系人材の待遇を改善した 
８．情報の管理方針等（基本方針、規程等）を整備した

９．情報に関する責任者の存在とその権限を明確化した

10．営業秘密侵害を防止するための教育、管理方針等の周

知徹底を行った 
11．情報に関する相談窓口の設置など日常的なモニタリン

グを実施した 
12．情報に関する内部監査を実施した 
13．営業秘密流出発生後の対応体制の整備をした 
14．ノウハウの可視化（作業工程の録画、マニュアル化等）

を行った 
15．特に何もしていない 
16．わからない 
17．その他（                 ） 

 
問 31．人を通じた営業秘密の漏えいによって、どの程度の損害（２回以上流出している場合はその合計）が生

じていると考えていますか（大まかな推定で構いません）。(１つに○) 

１．1,000 万円未満 
２．1,000 万円以上 1 億円未満 
３．1 億円以上 10 億円未満 
４．10 億円以上 100 億円未満 

５．100 億円以上 1,000 億円未満 
６．1,000 億円以上 
７．わからない 
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【以下の問 32 は、問 24 において選択肢７を選択した方のみご回答ください。それ以外の方は問 33 へお進みく

ださい。】 

問 32．人を通じた営業秘密の漏えいが起こっていない要因として大きいものを最大３つまで選択し○ 

を付けてください。 

１．技術をブラックボックス化し、個々の技術系人材

が保有している技術だけでは活用できないように

した 
２．知的財産権（特許等）を取得するよう努めている

こと 
３．データ等の暗号化・アクセス制限を行ったこと 
４．データ等の持ち出し制限を行ったこと 
５．競業避止義務契約を締結していること 
６．秘密保持契約を締結していること 
７．技術系人材の待遇を改善したこと 
８．情報の管理方針等（基本方針、規程等）を整備し

ていること 

９．情報管理の責任者の存在とその権限の明確化したこと 
10．営業秘密侵害を防止するための教育、管理方針等の周

知徹底を行っていること 
11．情報管理に関する相談窓口の設置など日常的なモニタリ

ングを実施していること 
12．情報管理に関する内部監査を実施していること 
13．営業秘密流出発生後の対応体制の整備をしていること 
14．特に何もしていない 
15．わからない 
16．その他（                 ） 

 
Ⅶ 貴社の概況についてお伺いします 

 
問 33．貴社の主要業種についてお教えください。なお、複数の事業がある場合は、直近の決算で売上高が最も

大きいものをお選び下さい。売上高が等しい場合も、1事業だけ選んでお答え下さい。（1 つに○） 

１．建設業 ７．小売業 13．生活関連サービス業、娯楽業 

２．製造業 →問34へ ８．金融業、保険業 14. 教育、学習支援業 

３．電気・ガス・熱供給・水道業 ９．不動産業、物品賃貸業 15. 医療、福祉 

４．情報通信業 10．専門・技術サービス業 16. サービス業（他に分類されないもの） 

５．運輸業 11．宿泊業 17．その他（            ） 

６．卸売業 12．飲食サービス業  

 
【以下の問 34～問 35 は、前問において「２．製造業」を選択した方のみご回答ください。それ以外の方は問

36 へお進みください。】 

問 34．貴社の主要業種(中分類)についてお教えください。売上高が等しい場合も、1 事業だけ選んでお答え下

さい。（1 つに○） 

１．食料品 ６．プラスチック製品 11．金属製品 

２．繊維工業 ７．ゴム製品 12．電気・情報通信機械・電子部品 

３．家具・装備品 ８．窯業・土石製品 13. はん用、生産・業務用機械 

４．パルプ・紙・紙加工品 ９．鉄鋼 14. 輸送用機械 

５．化学 10．非鉄金属 15. その他の製造業（        ） 

 
問 35．貴社の主力製品についてお教えください。（１つに○） 

１．素材 ２．部品 ３．賃加工 ４．最終製品 ５．その他 
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【以下の設問は全ての方がお答えください。】 
問 36．貴社の資本金についてお教えください。（１つに○） 

１．1,000万円以下 ４．1億円超～3億円以下 ７．10億円超～100億円以下 

２．1,000万円超～5,000万円以下   ５．3億円超～5億円以下 ８．100億円超～ 

３．5,000万円超～１億円以下 ６．5億円超～10億円以下 ９．その他（     ） 

 
 
問 37．貴社の従業員数についてお教えください。（１つに○） 

１．０～30人 ３．101人～300人 ５．1,001人～3,000人 

２．31～100人 ４．301～1,000人 ６．3001人以上 

 

 

問 38. 貴社の売上高（2011 年度末）についてお教えください。（１つに○） 

１．10 億円以下 

２．10 億円超～100 億円以下 

３．100 億円超～1,000 億円以下 

４．1,000 億円超～5,000 億円以下 

５.  5,000 億円超 

 

 

問 39．貴社の、直近５年間における業績の推移についてお教えください。（１つに○） 

 増加 

（＋20％超） 
やや増加 

（＋5～＋20％） 
横ばい 

（±5％未満） 
やや減少 

（－5～－20％） 
減少 

（－20％超） 

① 売上高 1 2 3 4 5 

② 営業利益 1 2 3 4 5 

 
 

質問は以上です。お忙しい中ご協力いただき、誠にありがとうございました。 
 

差し支えなければ、以下にご記入をお願いいたします。 

貴社名   
 
本社所在地 
（※都道府県名までの記入
でも結構です。） 
 

 

 
ご記入者名 
 

所属：              
 
役職：               氏名： 

電話番号 －       － 
Ｅ－mail 
(アンケート概要の送付を希望され

る場合は必ず記入ください) 

 

 

アンケート概要の送付希

望の有無 
１．希望する         ２．希望しない 

 
 
 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages false
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice


